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①�物流の効率化・合理化に資する安全で賢い道路利用に

関する調査研究　

調査部　二俣芳美

②ETC2.0 プローブデータの拡充に向けた調査研究

　�〜拠点用路側機の活用によるプローブ収集と自動運転

に向けた情報提供〜

ITS・新道路創生本部　半田　悟

③ETC2.0 簡易型路側機を活用した運行管理支援サービス

ITS・新道路創生本部　渡辺直明

④欧州の自動運転の動向　

ITS・新道路創生本部　中村　徹

⑤�官民連携による立体道路制度の展望　�

〜品川における交通結節点のケーススタディ〜　　

ITS・新道路創生本部　五十嵐一智

⑥中山間地域における社会実装に向けた自動運転サービス

ITS・新道路創生本部　加藤宣幸

⑦ETC2.0 を活用したバスロケーションシステムの展開

ITS・新道路創生本部　浜田誠也
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ɹ日本の物流の現状として、国内貨物輸送量は概ね横ば

いであるものの、流動ロットは減少傾向が続いており、

輸送の小口化が進んでいる。また、EC（電子商取引）

市場の拡大に伴い、宅配便取扱個数も増加が続いている。

一方で、物流分野における労働力不足が近年顕在化し

ており、他産業と比較しても人手不足感が強まっている。

道路貨物運送業の就業者の年齢構成を見ると、若年層が

少なく、他産業と比較して高年齢化しているほか、女性

の就業者は極めて少ない。こうした物流業における人手

� 不足の一因として、トラックドライバーは、全産業と比

較して低賃金・長時間労働であることが挙げられている。

このため、日本経済を支える物流業がこれからも円滑に

持続できるようにするためには、トラックドライバーの

労働条件を改善し、トラックドライバーが働きやすい環

境を整えるための働き方改革と、物流業の生産性向上を

図っていくことが不可欠である。

こうした問題意識から、本調査研究では、物流事業者

に対し、働き方改革や生産性向上の観点から行っている

取組みや、働き方改革や生産性向上に向けた課題につい

てヒアリングを行い、そこで挙げられた課題を踏まえて、

出典：厚生労働省「労働力経済動向調査」
図 1　常用労働者の過不足状況　

出典：全日本トラック協会「トラック運送業界の景況感」
※各年の第２四半期（７月〜９月）の数値を掲載

図２�　トラックドライバーが不足していると感じている企業の割合
資料：�国土交通省　第 1回スワップボディコンテナ車両利活用促進に向けた検討会（2018 年 11月 11日）

資料 2「物流を取り巻く現状について」

ྲྀͷޮԽɾ߹ཧԽʹ͢ࢿΔ҆શͰ
ڀݚಓ࿏ར༻ʹؔ͢Δௐ͍ࠪݡ

二俣　芳美、松澤　祐子
ௐࠪ෦

人口減少が課題となっている我が国において、今後も経済成長の維持・向上を図るため、社会経済活動を行う上で不

可欠である物流をテーマとした自主研究活動を実施した。これまでの道路整備は、「つくる」ことに重点が置かれ、完

成した道路を有効に「使う」観点の検討が十分ではなかったが、多様な利用者の共存、賢い使い方、新たな機能・価値

の創造等を通じた道路政策へと転換が図られているところである。一方で、物流事業者は、人手不足や若年就労者の減

少などの課題を抱え、働き方改革や生産性向上への取組みを進めていかなければならない状況にある。そこで、物流事

業者へのヒアリングを通じて課題を把握し、働き方改革や生産性向上に資する道路インフラのあり方について検討した。
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　が、時間的なロスがなく積荷の引継ぎ等がされれば、
利用価値があるものと考える。また、中継地点として
の機能に加え、休憩できる施設やUターン可能な道
路があるとよい。

・幹線輸送において、距離や輸送のスピードは、競合他
社との差がそれほど出るものでないため、他社と共同で
できる部分があると考えており、そうした機運が高まっ
ていると感じている。しかしながら、中小企業単独では
自前の輸送網で中継地点ネットワークを構築することは
難しいため、大手のネットワークが利用できるような仕
組みや環境が構築できればよいと考えている。
・ICから離れた場所は、人員、時間、燃料費の関係
で、積替えや休憩施設としての活用は難しい。また、
通過地点に拠点があるかどうかは会社の規模にもよる
ので、中小企業も利用できるよう公的な場所で、ドラ
イバーの交代、荷捌きや積替えができるとよいだろ
う。この場合、少額の料金徴収はあり得るのではない
だろうか。

＜女性ドライバーが働きやすい環境整備関連＞
・女性が活躍するためには、日帰り勤務が必須であるこ
とから、トラックからダンプへとシフトする動向が見
受けられる。トラック輸送分野で女性を生かしたい
が、現在は主力にはなっていない。

・女性ドライバーから、女性専用のセキュリティが確保
された休憩施設があると安心して休憩できるという意
見がある。トラック内で仮眠している場合でも、ドア
を開けられそうになるなど、身の危険を感じるドライ
バーもいるようである。

物流における働き方改革や生産性向上に資する方策と、

その方策の実現に向けて道路インフラが貢献できること

について整理した。

ྲྀࣄ業ऀͷώΞϦϯά
物流事業者 3社に対し、働き方改革や生産性向上の観

点から行っている取組みや、働き方改革や生産性向上に

向けた課題についてヒアリングを行った。

ヒアリングにおいて挙げられた主な意見は次のとおり

である。

２−１�　トラックドライバーの働き方改革に
関する意見

トラックドライバーの働き方改革の観点からは、日帰

り勤務を可能とするために中継輸送に取り組んでいると

いった意見や、女性ドライバーが働きやすい環境整備と

して、セキュリティの確保された休憩施設があるとよい

といった意見が挙げられた。

＜中継輸送関連＞
・拠点の配置を片道 300kmで届く距離とするなど、中
継輸送機能を拡大しながら、日帰り勤務とする方向へ
シフトさせている。
・国土交通省における高速道路の SA・PAを活用した
中継輸送実験では、現行ではロスが多いと思われる

2

図４　女性の進出状況図３　就業者の年齢構成（総務省「労働力調査」（H29））
資料：�国土交通省　第 1回スワップボディコンテナ車両利活用促進に向けた検討会（2018 年 11月 11日）　
　　　資料 2「物流を取り巻く現状について」
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　和が図られるとよい。高さ制限の緩和も必要。
・道路によって重さや高さの基準が異なることが課題。
・現在高さ 4.1mの車両は特車許可が必要なため高さ
3.8mの車両を利用している。その差は 30cmではあ
るが、海外のマテハンを使うことで、自動で荷物を高
く積むことが可能となっていることから魅力的な高さ
である。このため、4.1m の高さ制限が緩和され、特
車許可申請の対象外となれば導入検討のための実験を
行いたい。

・海コンは最大積載量を載せると高速道路を走行でき
ず、時間をかけて一般道を走行していることから、高
速道路ネットワーク整備が進んでいるにもかかわら
ず、生産性の向上に貢献してないと感じる。

・海コン輸送などの実需に耐えられる構造の道路整備を
してほしい。

＜特殊車両の通行許可関連＞
・特車許可について、申請から許可までに時間がかかり
すぎる。

・同一の車両諸元であっても、ナンバープレートごとの
申請が必要であるが、同一の車両諸元であれば審査を
簡素化するなどの取扱いがあっても良いのではないか。

・また、類似する規格の車両をカテゴリー分けし、カテ
ゴリーごとに審査をして一括承認ができるような方法
があればよい。

・ナンバープレートで特車許可申請をしているにもかか
わらず、許可書不携行であった場合、許可なしの場合
と同じ内容で処分されることに矛盾を感じるととも
に、システム作りが遅れているという印象がある。

・トレーラとトラクタの組合せに、ある程度の自由度が
設けられるとよい。例えば、遠隔地への配送の帰り
に、荷物のある他社のトレーラを牽引できるなど、輸
送の効率化や空車率の減少に貢献することから、生産
性の向上が図れるのではないか。

・特車ゴールド制度について、現在は紙での出力となっ
ているが、許可範囲をデータ化するとよいのではない
か。

＜特殊車両の通行許可関連（続き）＞
・○○〜○○まではどこを通行しても良いというよう
な、走行経路の選択肢が多くなると走りやすい。

・トラック走行に関連する部分の整備や改修が行われる
場合、事前に公表されれば事業計画等への反映がしや
すい。また、将来的な計画が立てられる場合にも事前
に公表して欲しい。

・また、どうしても通行不可な場所があるのであれば、
即時にドライバーへ情報提供したい。その際には、あ
わせて走行可能な経路を情報提供してもらえるとよい。

２−２　物流業の生産性向上に関する意見

生産性向上の観点からは、トラックドライバー 1人あ

たりの輸送量を増加させることが必要であり、そのため

にダブル連結トラックの取組みを進めることは効果が期

待できるといった意見や、道路の重さ・高さ規制の緩和

や特殊車両の通行許可申請に時間がかかることについて

の要望、このほかトラックが走行できる道路についての

迅速な情報提供を求める意見や、トレーラとトラクタの

組み合わせの自由度が設けられると輸送が効率化できる

といった意見等が挙げられた。

＜ダブル連結トラック・隊列走行関連＞
・一度に大量の積荷を運搬できるため、効果的な取組み
であると思うが、ダブル連結トラックは 25mと長大
なため、駐車スペースがなく、ドライバーの休憩時間
が取れないことが課題。
・SA・PAにおける駐車施設の予約制度構築の動向があ
るものの、予約時間までの到着が不確定であることか
ら、既存の駐車スペースの昼夜逆転など、需給のコント
ロールといったソフト面での対応が良いのではないか。
・専用レーンを走行できるようになったり、施設と直結
したスマート ICが整備されたりするなど、安全に走
行することのできる環境作りが必要。
・セミトレーラ連結車の許可基準緩和によって総重量は
44t、フルトレーラの全長の許可限度は 21mに緩和さ
れたが、運ぶ荷物の重量が重い場合（自動車部品な
ど）は、総重量が 44t であれば、25mは扱いが困難
であるため 21mで十分。
・許可の範囲内の計画を提出したいが、許可の範囲の回
答を得ないまま計画の提出を求められ、結果として許
可が下りないことがあった。このことから、社会実験
ということもあるが、国による許可方針、許可の範囲
が定まっていないように見受けられる。
・走行可能な車線、異常時の対応、出入口での分離、追
い越しの可否、保険の考え方など、現時点では課題が
多い。
・労働時間を短縮すると 1人当たりの稼ぎ高が減る場合
もあるが、ダブル連結トラックの様に一度に大量の積
荷を輸送出来れば稼ぎ高を増やすことができるため、
効果が見込める。

＜道路の重さ・高さ制限関連＞
・道路損傷防止の観点から、車両の総重量、軸重、輪荷
重の制限値が定められていることは承知しているが、
新たに整備された道路は技術力の向上によって強靭な
構造となっていると思われるため、これらの制限の緩
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SA・PAを活用して上下線を乗り換える（車のドライ

バーを交代する）中継輸送の実験を行ったほか、民間企

業でも、長距離輸送の中間地点に自社で中継拠点を設け

て、日帰り勤務の推進を図っている事例がある。

中継輸送の実施には、折り返し地点となる拠点が必要

であるが、中小企業の場合、単独での整備は困難である

ことから、民間事業者が共同で利用できるような場所が

整備できると、中小企業でも中継輸送が可能となる。こ

のため、中継拠点として、道の駅や SA・PA、未利用

の高速道路事業用地を活用することが考えられる。また、

売店、レストラン、ホテル、物流施設といった高速道路

利便施設と高速道路とを直接結ぶことを可能にした連結

制度があることから、こうした制度を併せて活用するこ

とも考えられる。

なお、中日本高速道路（名古屋市）と遠州トラック（袋

井市）が共同事業で整備を進めた中継物流拠点「コネク

トエリア浜松」（新東名高速道浜松 SA下り線）が、

2018 年 10 月にオープンしており、こうした取組みが参

考になる。

②女性ドライバーが働きやすい環境整備
1日帰り勤務の推進と休憩施設の確保

中継輸送の推進によって日帰り勤務可能となることで、

女性ドライバーが働きやすくなり、その活躍が期待でき

る。大型免許を有する女性は 13 万 4 千人を超えている

ものの、女性のトラックドライバーはわずか約 2万人に

過ぎない。女性が働きやすい環境が整えば、職業の選択

肢として捉えやすくなり、潜在的な労働力として一定程

度見込めるものと考える。そのために、日帰り勤務の推

進のほか、セキュリティの確保された休憩施設の整備な

ど、女性が安心して働くことのできる環境の整備が必要

である。

３−２�　物流業の生産性向上に資する道路イ
ンフラのあり方

今後、全産業において労働人口の減少が見込まれる中、

限られた労働力で物流業を維持していくためには、生産

性を向上することが必要である。国土交通省では平成

28 年 4 月に発表した「物流生産性革命」の中で、物流

における「労働生産性」を、「付加価値額（経常利益、

＜物流施設へのアクセス関連＞
・ターミナルの立地については、IC より 5km以内であ
れば物件の候補となりうる。
・少なくとも、IC より 3km圏内は、大型車両の運行に
支障が生じないような道路整備をしてほしい。
・ターミナルには大型トラックが出入りすることから、
道路条件によって制約されることもあり、高速道路と
直結した施設も検討していく必要があると思っている。
・大型車が一般道を走行しないことは、安全への貢献度
が高いと認識している。一般道の走行はなるべく少な
くしたいが、なかなかよい立地がない。
・拠点となる場所の選定のポイントは、ICまでの距離
のほか、一定の広さを有していることが必要である。
その他、周辺の人口、荷量（貨物量）なども検討す
る。周辺の労働力調査もするが、他に同じような雇用
拠点ができたりするので、あまりあてにならない。
・輸送拠点とするには、道路付けが大事であり、例え
ば、右折しないとターミナルへ入れない場合には渋滞
が発生したり、迂回すると時間がかかったりするなど
の課題もある。

ྲྀ業ʹ͓͚Δಇ͖ํվֵͱੜ産ੑͷ
ରԠͨ͠道路Πϯϑϥͷ͋Γํʹ্

３−１�　働き方改革に資する道路インフラの
あり方

物流業における働き方改革として、①トラックドライ

バーの労働時間の短縮と、②女性ドライバーが働きやす

い環境整備のための方策を検討した。①の方策としては、

中継輸送の推進が効果的であると考えられ、②の方策と

しては、日帰り勤務の推進と女性向けの休憩施設の確保

が有効であると考えられることから、それらの実施に向

けて道路インフラ側でできることを整理した。

①トラックドライバーの労働時間の短縮
1中継輸送の推進に資する道路の使い方（案）

トラックドライバーの労働時間の短縮に資する方策の

一つとして、中継輸送の推進が挙げられる。中継輸送は、

泊付きの長距離運行を複数のドライバーで中継する輸送

方法のことで、各ドライバーが日帰りで勤務できるよう

になることから、ドライバーの労務負担軽減が期待され

ている。国土交通省では、ドライバーが高速道路の

�
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大型車の駐車ますの寸法は長さが 17mとなっている。

当時はこのような長大車両の走行及び駐車は想定され

なかったことが伺えるが、ドライバー不足により、今後

は長大車両の活躍が期待されている。したがって、今後

の活用機会が多く見込まれているが長大車両を想定した

駐車ますの整備が必要である。ハード面での整備が可能

である場合には、敷地の拡幅等での対応も考えられるが、

用地取得などの時間や費用面から困難な場合も生じる。

そのような施設においては、駐車ますのラインに自発光

式道路鋲等を活用するなど、可変型の駐車ますの導入が

考えられる。これにより、昼夜で小型車と大型車のスペ

ースを反転させるなど、状況に応じた駐車ますの確保が

可能となる。�

⒝　隊列拠点の整備（隊列走行）

隊列を組む場合や解除をする場合には、ターミナルの

ような隊列拠点が必要となる。隊列走行は、現在のとこ

ろ高速道路上の走行が想定されるが、安全性を考慮する

と今後も高速道路外への流出はできるだけ少ない方が良

いと考えられる。このことから、高速道路を下りること

なく隊列を組み、解除することのできる高速道路直結型

の隊列拠点の整備が望ましい。

高速道路直結型の施設の整備が困難である場合には、

高速道路外に施設を整備することが必要になるが、高速

道路へのアクセス道路については、施設の出入りに際し

他の交通を阻害しないためのレーンの確保や、右折での

出入りをなるべく避けつつ、遠回りせずに高速道路にア

クセスできる経路の確保などが必要となる。

⒞　安全に走行できる道路環境（共通）

ダブル連結トラックやトラックの隊列走行を行う場合、

先頭から最後尾までの距離は一般的なトラックよりも長

大となるが、現時点ではこうした車両に対するは専用レ

ーンや優先レーンは設けられておらず、一般車両と混在

して走行することとなる。また、トラックの隊列走行に

ついては、車両と車両の間には一定の車間距離がとられ

ていることから、隊列走行への認識がなければ隊列走行

の車両の間に一般の車両が進入する可能性がある。

このため、安全性を確保するという点では、専用レー

ンや優先レーンがあった方が望ましいと考えられるが、

人件費、租税公課、支払利息、施設使用料の合計）/（就

業者数× 1人あたり平均労働時間）」と定義しており、

付加価値額を増大させるか、投入労働時間数を削減する

ことが、物流生産性向上に結びつくという考え方を示し

ている。このため、本研究では、生産性向上のため、①

ドライバー 1人あたりの輸送量を増加させること、②輸

送に係る時間の短縮を図ることに対して、道路インフラ

でどのようなことができるのかを整理した。

①ドライバー 1人あたりの輸送量の増加
ドライバー 1人あたりの輸送量を増加させるためには、

ダブル連結トラックの導入や、トラック隊列走行を実現

することが効果的であると考えられるほか、車両を大型

化することが有効であり、そのために指定道路（重さ・

高さ）の整備促進を図ることが必要である。

1�ダブル連結・隊列走行の実現と定着に向けた道路の

使い方（案）

国土交通省では、トラック輸送の生産性向上に資する

道路施策のひとつとして、特殊車両許可基準を緩和し、

1台で通常の大型トラック 2台分の輸送が可能なダブル

連結トラックの導入を図り、トラック輸送の省人化の促

進を図ることとしている。

また、トラック物流事業者においては、経営効率の改

善や運転者不足への対応、安全性の向上等の観点から、

隊列走行への期待が大きい。特に運転者の確保が難しい

長距離幹線（東京－大阪間等）の輸送等を隊列走行によ

って省人化したいというニーズがある。また、エネルギ

ーの観点からは、車間距離が短くなることで空気抵抗が

減少して燃費が改善することによる省エネルギー効果も

期待できる。

そこで、今後、ダブル連結・隊列走行トラックの運行

が推進され、定着化へとつながるような道路利用に関す

る施策についての検討を行った。

⒜　休憩施設（ダブル連結）

ダブル連結トラックの車両長は 21m〜 25mが想定さ

れており、高速道路の SA・PAで休憩する際に駐車場

所の確保が困難な場合が想定されるが、休憩施設設計要

領（H17.10nexco 東日本）によると、トレーラ等の特殊
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の方策を実現するための道路インフラの対応について整

理した。

1特殊車両通行許可の迅速化

⒜　特車許可に係る審査の簡素化（試案）

特殊車両の通行許可に関しては、平成 16 年より電子

申請が可能となり、また、平成 28 年には特車ゴールド

制度が設けられ、特車申請の簡素化が図られているもの

の、事業者からは、時間の短縮化を要望する意見が挙が

っている。

事業者からは、許可されるまでの時間が短ければ、そ

れだけ生産性の向上につながるという声も挙がっている。

また、ナンバープレート（車両番号）ごとの申請が必要で

あるため、申請件数が膨大になること、急なトレーラの差

し替えには対応できないことなどが課題となっている。

そこで、ある車種のトラクタに対して包括的に許可が

可能なトレーラの型式／車種記号等を定めることができ

れば、審査の簡素化に資するものと考えられる。

イメージとしては、１つのトラクタに対し、連結が可

能なトレーラ（メーカーや型式が異なるもの）を組み合

わせ、最大積載量を載せた場合の総重量と軸重、最小回

転半径等に着目し、同等となる車両をひとつのグループ

と位置づけ、グループ内の車両での許可申請が可能とな

れば、車両ごとの審査は不要となり、事務手続きに要す

る作業量の軽減が見込まれる。また、事業者側にとって

も、突発的な事象（車両の故障や業務変更）等が発生し

た場合に、包括的に許可された車種のトレーラに差替え

が可能となる。

⒝　経路選択の自由度の向上

安全な走行や道路への負担軽減のため、特車の走行経

路は概ね決められているが、高規格幹線道路、地域高規

格道路、直轄国道、空港港湾アクセス道等から指定され

る重要物流道路が創設されることとなり、広範な物流ネ

ットワークの形成が期待できる。定時制の確保が求めら

れる物流においては、天候や事故等により想定されたル

ートが使えない場合に代替路が確保されていることが重

要であり、また、こうした緊急時に限らず、経路選択の

自由度が向上することで、より効率的な運行ルートを計

画することも可能になる。このように円滑な物流を支え

相応の台数の走行がなければ、専用レーンや優先レーン

以外の車線で渋滞が起きる可能性があることなどから、

通行量や頻度などを勘案しつつ可能性を検討することが

必要である。

2指定道路（重さ・高さ）の整備促進

物流事業者へのヒアリングでは、重量物を運んでいる

場合、一人あたりの輸送量を増やすにしても、現在の重

量制限では増やせないといった意見や、運行管理計画を作

成する上で、重さ・高さ指定道路が新たに追加される場

合には早めに情報提供してもらえるとありがたいという

意見があった。このように、トラックドライバー 1人あ

たりの輸送量を増やす上では、大型化したトラックが円

滑に走行できる環境整備が必要であることから、道路の

重さ・高さ制限に関する施策について整理した。

⒜　更新時における道路構造水準の引き上げ

道路の老朽化に伴い、今後大規模修繕や更新が行われ

ることが見込まれることから、このタイミングに合わせ、

道路構造を一定の水準まで引き上げることが考えられる。

ヒアリングにおいては、利用者の観点として、道路に

よって重さや高さの制限が異なり、運行計画の作成に手

間がかかることが課題として挙げられていることから、

大規模修繕や更新時に周辺道路と同水準の道路構造とし、

同様の指定道路となるような工夫が施されるとよい。

⒝　指定道路に関する情報提供

道路の更新時に道路構造水準が引き上げられ、指定道

路等となり新たにネットワークに組み込まれる場合には、

利用開始日等の情報提供を事前に行うことで、運行管理

計画へ反映でき、生産性の向上へとつながる。

②輸送にかかる時間の短縮
輸送にかかる時間の短縮を図るという観点では、事業

者からの意見が多く寄せられた特殊車両通行許可の迅速

化が必要であるほか、運行状況を的確に把握し、到着予

定時刻を予測して目的地での円滑な荷下ろしや荷積みを

行うことも有効である。また、高速道路から物流施設へ

のアクセスを向上することや、高速道路を利用しやすい

環境を整えることも必要な方策である。以下に、これら
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予測でき、荷待ち時間の短縮への効果が期待されている。

また、急ブレーキ情報等により運転の危険をピンポイン

トで特定できることから、ドライバーの安全確保への効

果が期待されている。

なお、あらゆる物流事業者にとって、車両運行管理を

行いやすくするためには、ラストワンマイルへの対応とし

て、民間の物流拠点への路側機の設置の支援や、流通業

務団地近傍の都道府県道への設置も検討する必要がある。

3物流施設へのアクセス向上

⒜　民間施設直結スマート IC

国土交通省では、高速道路と近傍に位置する大規模な

物流拠点や工業団地、商業施設等の民間施設を直結する

インターチェンジを民間企業の発意と負担により整備す

る制度について、平成 29 年 7 月に具体的なルールを定

め、募集を開始した。

高速道路との連結部分の費用負担が発生する等の負担

があるが、一般道を走行することなく高速道路に直接出

入りすることが可能であることから、こうした制度を活

用した物流拠点の整備が期待される。

⒝　SA/PAと物流拠点との連結

高速道路本線や SA・PAの駐車場等においては、連

結許可制度があり、高速道路を活用した多様な事業の推

進を目的に、民間事業者が設置する休憩所、給油所、商

業施設、レクリエーション施設等の利便施設と高速道路

とを直接結ぶことが可能となっている。連結の対象施設

としては、売店、レストラン、ガソリンスタンド、ショ

ッピングセンター、テーマパーク、遊園地、物流施設、

ホテル等の施設が示されている。

平成 29 年 9 月までに連結予定として決定されている

施設を見ると、休憩所、給油所、宿泊施設が主なものと

なっているが、物流施設も対象施設として例示されてい

ることから、物流施設と SA・PAを連結し、貨物の積

み替え拠点又は中継輸送の拠点として活用することが考

えられる。

⒞　既存道路の改良（図５）

事業者ヒアリングの中で、日本貨物鉄道㈱の新座貨物

ターミナル駅は、国道 254 号の上下線双方に直結してお

る道路をネットワークとして整備することにより、経路

選択の自由度を向上させることが必要である。

⒞　適切なタイミングでの情報公開

新たに道路が供用される場合の時期や路線、新たな重

さ・高さ指定道路の指定など、トラックの走行に影響の

ある道路の情報はなるべく早い段階で情報提供されるこ

とが望まれる。これにより、物流事業者が運行計画や特

車申請について早期に検討することが可能となり、ネッ

トワークの形成に合わせて通行できるような調整ができ

るものとなる。

⒟　許可証の電子化

特殊車両の通行は、許可証の携行が義務付けられてお

り、不携行は無許可と同等の処分がされる。現行では、

許可申請はナンバープレート（車両番号）ごとに行われ

ており、紙の許可証を目視することで取締りが行われて

いるが、事業者にとっては、紙の許可証を携行すること

が手間のかかるものになっている。

例えば複数路線の許可申請をしている場合、複数の許

可証（紙）の携行が必要であり、分厚いファイルに許可

書を綴じ込んで携行しているが、許可期限が来たら差し

替える必要があるほか、他の車両と取り違うといった事

象も起こり得る。このような事象が生じた場合、電子化

されたデータを基に取締りの実施が行われていれば、適

正に申請した者を処分することが無くなる。特車許可に

電子申請が行われるようになったことから、許可証の電

子化を行うことも検討の余地があるが、取り締まる側の

体制整備（許可証を現地で確認できるようにするための

システム整備等）も必要であり、事業者と取り締まる側

の双方の立場から効率的な方法を検討する必要がある。

2車両運行状況の把握

⒜�　車両運行管理支援のための特定プローブデータの

提供

運行管理の効率化やドライバーの安全確保等を目的と

して、ETC2.0 で収集される車両の位置情報等の特定プ

ローブデータを事業者へ提供する社会実験が平成 28 年

2 月より実施され、平成 30 年 8 月 30 日より本格導入さ

れている。リアルタイムな位置情報で正確な到着時刻を
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の再徴収をせず、長距離逓減（一定距離以上を連続して

利用した場合の料金割引措置）等も継続）。

道の駅では、トイレ休憩だけではなく、食事や休憩施

設が充実しているところもあることから、ICからの距

離にもよるが、対象となる道の駅が増えれば、SA/PA

における駐車ます不足にも貢献できる可能性がある。ま

た、一時退出の対象を、道の駅だけではなく、ETC2.0

路側機を設置した民間の物流施設にまで拡大することが

できれば、中継輸送の促進にも寄与できると考えられる。

⒝　必要な高速道路ネットワーク等の整備

物流の効率化を図る上では、輸送時間の短縮や時間信

頼性の向上（所要時間の変動（ばらつき）が減少するこ

と）が重要であり、その点で高速道路ネットワークの果

たす役割は大きい。また、環状道路等の高速道路の新規

供用により、沿線に大規模物流施設が立地し、広域的な

物流拠点として輸配送の効率化に寄与するものとなって

いる。加えて、最近では、新東名高速道路や新名神高速

道路の整備により、事故や災害時における代替路が確保

され、ネットワークの安定性を向上させることにもつな

がっている。

このため、物流の生産性向上の観点からは、環状道路

の未供用区間等の整備や、貨物輸送量の多い三大都市圏

をつなぐダブルネットワークの安定性向上が必要であり、

り、また幅も広いことから、とても利用しやすいとの意

見があった。逆に、新たな物流施設の設置を検討する上

で、右折しないと入れないターミナルでは渋滞が発生し

たり、また、迂回すると時間がかかったり、迂回路が狭

いという課題があるとの話があった。

このように、物流施設における道路付けは重要であり、

物流施設と道路とのアクセスが円滑になるように設計さ

れていることで、物流車両の出入りがスムーズに行える

ことから生産性の向上に貢献している。

既存道路の改良や新たな道路整備が行われる場合には、

周辺の物流施設との位置関係を十分に調査し、物流がス

ムーズとなるように計画することが望ましい。

4高速道路の利用促進

⒜　高速道路の一時退出の拡大

我が国の高速道路においては、休憩施設同士の間隔が

概ね 25km以上離れている空白区間が約 100 区間存在し

ている。この空白区間を半減することを目指し、全国

20 箇所の道の駅を対象に、高速道路からの一時退出を

可能とする「賢い料金」社会実験が実施されている。

ETC2.0 搭載車を対象に、高速道路を降りて道の駅に立

ち寄り後、１時間以内に再進入した場合（順方向に向か

う場合のみ）には、降りずに利用した料金のままとされ

ている（ターミナルチャージ（利用１回当たりの料金）

出典：Google�MAP
図 5　新座貨物ターミナルと国道 254号の位置関係
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しを図っていくことが望ましい。

また、今後自動運転技術が進展することにより、物流

のあり方も変化していくと考えられる。物流との関連で

どのように社会実装されていくのか正確に予測すること

は困難であるが、まずは、高速道路上での隊列走行によ

る輸送（先頭有人、後続無人）が行われ、それが先頭も

含め無人（自動運転）に置き換わることが一つのシナリ

オとなりうる。こうした場合の隊列拠点のあり方が、運

用方法も含めて課題となる。また、隊列走行も含め、自

動運転車両が社会実装されるに際しては、自動運転車両

以外の一般車両との混在が起こることになる。合流時等

の安全性などを考慮すると、自動運転車両や隊列走行車

両向けに、高速道路の１車線を専用車線化することなど

も今後の課題となるものと思われ、こうした新たな技術

に対応した物流の変化や対応する道路インフラのあり方

が今後の課題である。

また地方部において災害時にも安定的な輸送を確保する

ためには、脆弱性が懸念される区間の代替路の強化を図

ることが必要である。

以上に述べた物流業における働き方改革と生産性の向

上に対応した道路インフラのあり方についてまとめると、

図 6のとおりである。

ͷ՝ޙࠓ
本研究では、物流の効率化・合理化に資する安全で賢

い道路利用について、働き方改革と生産性向上の観点か

ら、どのような対応が必要かということについてとりま

とめた。上述した施策は、①物流施設と道路との連結や、

物流車両のための施設整備など、施設整備に関するもの、

②道路構造等に関する基準の整備に関するもの、③重

さ・高さ指定道路や特殊車両通行許可等に関する情報提

供に関するもの、④特殊車両通行許可等の規制手法や、

高速道路の一時退出等の道路利用に係る運用方法につい

ての見直しに関するものなどに大別することができ、物

流における生産性向上に向けては、施設整備等のハード

施策に関わるものだけでなく、上記の②〜④などのソフ

ト施策に関わるものも多く考えられる。IoTに関する技

術の進展も踏まえ、情報提供の充実や、規制内容の見直

�

図 6　物流の効率化・合理化に資する安全で賢い道路利用に向けて（案）
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͡Ίʹ
平成 20 年８月に当機構が「電波ビーコン 5.8GHz 帯

仕様書集」の初版を発行して以来、この仕様書などに基

づいて ITS スポットサービスが提供されてきた。近年

には「ETC2.0 サービス」として、圏央道における通行

料金割引制度、休憩・給油などのために高速道路を一度

降りても連続通行の場合と同一の料金を適用する制度、

特車ゴールド制度が開始されるなど、ETC2.0 車載器搭

載車両を対象としたサービスの拡充が図られている。ま

た、車両の運行管理を支援するために、あらかじめ登録

された車両からアップリンクされたETC2.0 プローブデ

ータを車両の管理者へ提供する配信サービスが昨年８月

に開始され、公募により選定された当機構がその事業を

行っている。また、2020 年の実施を目指し、首都高速

道路上等でETC2.0 を用いた路車連携により自動運転を

行う検討も進められている。当機構では、これら

ETC2.0 サービスの拡充に向けた調査研究を継続的に進

めており、今回は、重量データ等のプローブデータの拡

充、車両運行管理の高度化に向けた各種イベント対応、

拠点用路側機による一時停止中の車両からより大容量の

プローブデータの取得、及び、ドライバーや自動運転機

�

能向けの詳細な規制情報等の提供に関する検討結果を報

告する。

ϓϩʔϒσʔλͷ֦ॆ
重量車の運行管理に活用可能な重量データや各種応用

用途に対応したイベントなどを組み込むプローブデータ

を拡充する方法と、拡充に伴う各種関連装置への影響に

ついて検討した。

2

ߏػͰɺ*5S εϙοτʹ͓͚Δ࿏ंؒ௨৴ʹؔ͢ΔσʔλࣜܗͳͲΛͨ͠ࡌهʮిϏʔίϯ �.�()[ ଳ༷ॻ

ूʯΛൃ͓ͯ͠ߦΓɺ͜ͷ༷ॻͳͲʹ͖ͮجɺ*5S εϙοτؔ࿈γεςϜͷඋɺ͓ΑͼɺंثࡌɾΧʔφϏͷ։ൃ

ΘΕɺ*5Sߦ͕ εϙοταʔϏε͕ఏ͞ڙΕ͖ͯͨɻɹɹ

ߏػͰɺ͜ͷ༷ॻूΛൃͯ͠ߦҎདྷɺߋͳΔαʔϏε֦ॆʹ͚ͯɺใఏڙΛͨ͏ߦΊͷσʔλ߲ϑΥ

ʔϚοτͷՃɺं͔ثࡌΒऩू͢Δϓϩʔϒσʔλͷ༰ͷՃͳͲɺ༷ͷՃΛ͖ͨͯͬߦɻ·ͨɺϓϩʔϒσ

ʔλใఏڙͷ༷ʑͳԠ༻༻్Λఆ͠ɺߋͳΔ֦ॆʹܧ͚ͯଓతʹௐࠪڀݚΛ͍ͯͬߦΔɻ͜ΕΒ࠷৽ͷݕ౼ঢ়

Δɻ͢ࠂใ͍ͯͭʹگ

図１　ETC2.0 サービスに関する当機構発行の仕様書

&5$2��ϓϩʔϒσʔλͷ֦ॆʹ͚ͨ
ௐࠪڀݚʙڌ༻࿏ଆػͷ׆༻ʹΑΔϓϩ
ʔϒऩूͱࣗಈӡసʹ͚ͨใఏڙʙ

半田　悟、渡辺　直明、高橋　勝則、佐々木　浩一
*54ɾ新道路ੜຊ෦
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条件②　�インフラ設備への影響を最小化すること

　　　　�（改修が必要な設備は最低限にとどめ、その

改修内容も軽微とすること）

２−３　OBWの仕組み

OBWのイメージを図２に示す。

トラクタ・トレーラそれぞれにコントローラが備えら

れており、ケーブル等で接続される。トレーラのコント

ローラはトレーラの各軸のセンサー信号を集約し、重量

データとして管理する。トラクタのコントローラは、ト

ラクタの各軸のセンサー信号を集約し、トラクタの重量

データとして管理する。また、トレーラのコントローラ

からトレーラの各軸重を取得し、トラクタとトレーラの

各軸重から総重量を算出し、総重量と各軸重をETC2.0

車載器へ伝送する。

２−４　重量データをアップリンクする方法

重量データをETC2.0 プローブデータに組み込んでア

ップリンクする方法について検討した。アップリンクす

る方法として、「案１：走行履歴に挿入する」、「案２：

メモリタグの一部を重量データ専用に変更する」、「案

３：重量データ用に新たなタグを追加する」、「案４：基

本情報の空きエリアに組み込む」の４つの案に対し、比

較検討を行った。その結果、案１の評価が最も高かった

（表１）。

２−１　検討目的

プローブデータ拡充の主な目的を以下に示す。

目的①　�重量車両の運行状況を把握するため、OBW

（On-Board�Weighting�System：車載型重量

計）で計測した重量データを収集する

目的②　�車両の運行管理や保守車両の作業管理を効率

的に行う上で必要なイベント情報を収集する

目的③　�より大容量のデータ（より長距離分のプロー

ブデータ）を収集する

　　　　※��走行中の車両から収集するデータの拡大

は技術的に困難であるため、一時停止中

（あるいは徐行中）の収集を対象とする

インフラのセンサーが設置されていない区間などでも、

渋滞や障害物の有無、路面湿潤などの情報をより迅速に

把握して車両に提供するために、車載センサーで得られ

た情報を車両から収集することを目的とした検討も進め

ている。これについては、別の機会とする。

２−２　前提条件

これらの検討に際しての前提条件を以下に示す。

条件①　�既存の車載器に対するサービスが継続できる

こと

　　　　（既存の車載器を継続使用できること）

図２　OBW（On-Board Weighting System：車載型重量計）のイメージ
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「基準データ」と、差分によって小さなデータ量で表現

可能な「差分データ」の両方を示す。

2017 年に準天頂衛星が４機体制となり、GNSS によ

る位置特定精度も向上している。本検討に際しては、現

状の走行履歴情報の位置に関する分解能が約１ｍである

のに対し、将来は走行している車線種別を検知できる様、

分解能を４倍の約 25cmとする。また、位置の分解能を

高くする（表現に必要なデータ量が増える）ことに伴う

蓄積可能距離の減少をカバーするため、発話型車載器で

は識別困難な「道路種別」と、現状は利用の幅が限定的

な「高度」をオプション化した。

これらを踏まえ、重量データなど各種付随データを扱

うことが可能で、かつ、位置情報の高精細化を図った新

たな車載器の走行履歴情報のデータ構造（案）を表３に

２−５　重量に関するデータフォーマット案

重量車両の運行管理の高度化等を目的として収集する

重量に関する情報項目を、計測日時（年 /月 /日　時 /

分 /秒）、計測場所（緯度・経度）、総重量、軸数、各軸

重とした。

これら情報項目についてはOBWの機能に依存するが、

標準的な機能を想定しデータフォーマット案を作成した。

その内容を表２に示す。

最初に、現状の走行履歴情報のデータ構造を参考とし

て示す。走行履歴情報は、所定のデータ容量のアップリ

ンクデータの中により多くの履歴データを組み込むため、

差分圧縮方式を採用している。このため、データ長につ

いては、最初や差分で表現しきれない場合に記録する

 3 
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表１　重量データのアップリンク方法の比較
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タᑓ用にኚ᭦ࡍる るࡍを㏣ຍࢢタ࡞㸱：重㔞データ用に᪂たࠕࠖ、 㸲：ᇶ本情報の空きエࠕࠖ、

ࣜアに⤌ࡳ㎸ࡴ のࠖ㸲つのにᑐࡋ、ẚ㍑検ウを行った。ࡑの⤖ᯝ、㸯のホ౯が最ࡶ高かった。 

 

⾲㸫㸯 㔜㔞ࢡࣥࣜࣉࢵࡢࢱ࣮ࢹ᪉ἲࡢẚ㍑ 

 䠍 䠎 䠏 䠐 

㉮⾜ᒚṔ䛾୰にᤄ入 ୍㒊䝍䜾を㔜㔞䝕ー䝍

ᑓ用する 

㔜㔞䝕ー䝍用に䝍

䜾を㏣ຍ 

ᇶᮏሗ䛾✵䛝䜶䝸アに

⤌䜏㎸䜐 

吸
呁
吚
吟 

䡡ෆᐜをぢ䛪䝥䝻ー䝤䝕

ー䝍を転㏦する⨨䛾

ᨵಟはせ 

䡡㉮⾜ᒚṔ䛾✚ྍ⬟

㊥㞳へ䛾ᙳ㡪はഹ少 

䡡ෆᐜをぢ䛪䝥䝻ー䝤䝕

ー䝍を転㏦する⨨䛾

ᨵಟはせ 

䡡㔜㔞䝕ー䝍䛾ᤄ入

䛾自⏤ᗘが㧗い 

䡡ᨵಟᑐ㇟䛸なる⨨は䚸

㔜㔞䝕ー䝍をฎ⌮する

⨨䛾䜏 

吞
吸
呁
吚
吟 

䡡㔜㔞䝕ー䝍䛾ฎ⌮を⾜

䛖䛛ྰ䛛に㛵䜟ら䛪䚸

㉮⾜ᒚṔをฎ⌮する

⨨はᨵಟがᚲせ 

䡡㉮⾜ᒚṔ用䝍䜾䛾て

が‶ᮼにな䜚᭱䜒ྂい

䝍䜾が消ཤ䛥䜜るሙྜ

に㔜㔞䝕ー䝍をṧすᑐ

⟇がᚲせ 

䡡㔜㔞䝕ー䝍䛾ฎ⌮を⾜

䛖䛛ྰ䛛に㛵䜟ら䛪䚸

㉮⾜ᒚṔをฎ⌮する

⨨はᨵಟがᚲせ 

䡡㊰ഃᶵがྛ䝍䜾䛾ᐜ㔞

を䝏ェ䝑䜽しているሙ

ྜ䚸㊰ഃᶵ䛾ᨵಟせ

䛸するためには㉮⾜ᒚ

Ṕ䛾✚ྍ⬟㊥㞳は

⣙ 30%減少する 

䡡䝥䝻ー䝤䝕ー䝍を

ᢅ䛖て䛾⨨䛾

ᨵಟがᚲせ䛸なる 

䡡✵䛝㡿ᇦは㔜㔞䝕ー䝍䠍

ᅇศ䛾䜏䚹ᚑって䚸ア䝑䝥

䝸䞁䜽するま䛷に」ᩘᅇⲴ

䛥䜀䛝をする䛸グ㘓䛷䛝な

い 

䈜㔜㔞䝕ー䝍䠖⣙ 30Byte 

✵䛝はᇶᮏሗ 1䡚3 䛾

ྜィ䛷 43Byte 

䈜㐃⥆して 30Byte ☜ಖ䛷

䛝る✵䛝は無い 

ホ౯ 䕿 䕧 × × 

 

㸳㸧㔜㔞㛵ࢺࢵ࣐࣮࢛ࣇࢱ࣮ࢹࡿࡍ 

重㔞車両の運行⟶⌮の高度➼を┠ⓗとࡋて㞟ࡍる重㔞に関ࡍる情報㡯┠を、ィ 日（ᖺ

/᭶/日 /分/⛊）、ィ 場ᡤ（⦋度࣭⤒度）、⥲重㔞、㍈ᩘ、ྛ㍈重とࡋた。 

これら情報㡯┠については㹍㹀㹕の機⬟に౫Ꮡࡍるが、ᶆ‽ⓗ࡞機⬟を定ࡋデータフォーマ

ットをసᡂࡋた。ࡑの内ᐜを௨ୗに示ࡍ。 

最ึに、⌧≧の走行ᒚṔ情報のデータᵓ㐀をཧ⪃とࡋて示ࡍ。走行ᒚṔ情報は、ᡤ定のデータ

ᐜ㔞のアップࣜンࢡデータの中により多ࡃのᒚṔデータを⤌ࡳ㎸ࡴため、ᕪ分ᅽ⦰᪉ᘧを᥇用ࡋ

ている。このため、データ㛗については、最ึࡸᕪ分で⾲⌧ࡋきれ࡞い場ྜにグ㘓ࡍるࠕᇶ‽デ

ータࠖと、ᕪ分によってᑠさ࡞データ㔞で⾲⌧ྍ⬟ࠕ࡞ᕪ分データࠖの両᪉を示ࡍ。 

 

⾲㸫㸰 ⌧≧ࡢ ETC2.0ࣈ࣮ࣟࣉおࡿࡅ㉮⾜ᒚṔሗࢱ࣮ࢹࡢᵓ㐀ࢪ࣮࣓ࡢ 

㡯┠ ෆᐜ䠄䜲䝯ー䝆䠅 ศゎ⬟ ᕪศ䝕ー䝍䛾⾲⌧⠊ᅖ 

᪥ 2019/07/09 13:10:34 1 ⛊ 0䡚255 ⛊ 



⨨ 

⦋ᗘ ⦋  35.71034 ᗘ 10-5ᗘ䠄⣙ 1.1䡉䈜䠍䠅 -0.00255䡚+0.00255 ᗘ 

⤒ᗘ ᮾ⤒ 139.73045 ᗘ 10-5ᗘ䠄⣙ 0.9䡉䈜䠍䠅 -0.00255䡚+0.00255 ᗘ 

㐨㊰✀ู 4 ✀㢮䛛ら㑅ᢥ 4 ✀㢮 4 ✀㢮䠄ኚ䛾䜏䠅 

㉮⾜㏿ᗘ ㏿ 63km䠄max 255km/h䠅 1km/h ᕪศ⾲⌧しない 

䈜䠍 ⦋ᗘ䞉⤒ᗘ䛾ศゎ⬟ḍ䛾䡉⾲♧はᮾி㏆ഐ䛾್䚹㐨㊰✀ู䚸㧗ᗘはឡした䚹௨ୗྠ䛨䚹 

表２　現状の ETC2.0 プローブにおける走行履歴情報のデータ構造のイメージ
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̍

車両の「出発」「荷下ろし」「休憩」等やワイパーの動作

状況など車両の各種状態等を記録し、アップリンクする

ことができる。これらを記録するイメージを表５に示す。

２−６　記録するタイミング

重量データをプローブデータとして記録するタイミン

グに関する検討を行った。その内容について表６に示す。

記録するタイミングとして表６の案を挙げる。

案１：�常時　（例：200m毎の走行履歴情報の蓄積時に、

重量データも付加する）

案２：�一定時間毎（例：毎時 00 分、又は 10 分経過毎

など）

案３：停車中

案４：重量変化検知時

これらの案に対して、それぞれの特徴を抽出し、比較

した。その結果を表６に示す。これらの検討結果から、

示す。

（ア）重量データを含む場合

重量データを含み、かつ、位置情報の高精細化を図っ

た走行履歴情報のデータ構造（案）を表３に示す。

（イ）通常の走行履歴の場合

重量データは扱わないが位置情報の分解能を高くした

場合のデータ構造（案）を表４に示す。

重量データを扱う機能および各種イベントを扱う機能

をともに持たない車載器は、常時このデータ構造で記録

することになる。また、重量データを扱う機能と各種イ

ベントを扱う機能のいずれかまたは両方を備える車載器

において、これらの記録が不要な場合はこのデータ構造

で記録することになる。

（ウ）各種イベント発生時

新たなデータ構造（案）における「付随データ種別」

を用いることで、道路維持保守車両の作業開始や、物流

 4 

2017ᖺに‽ኳ㡬⾨ᫍが 4機体ไと࡞り、GNSSによる置≉定⢭度ࡋୖྥࡶている。本検ウに㝿

ていࡋᑗ᮶は走行、ࡋる分ゎ⬟が約㸯㹫であるのにᑐࡍては、⌧≧の走行ᒚṔ情報の置に関ࡋ

る車⥺種ูを検知できるᵝ、分ゎ⬟を 4ಸの約 25cmとࡍる。また、置の分ゎ⬟を高ࡍࡃる（⾲

⌧にᚲ要࡞データ㔞がቑ࠼る）ことにక࠺積ྍ⬟㊥離のῶᑡをカバーࡍるため、Ⓨヰ型車載ჾ

では㆑ูᅔ㞴ࠕ࡞㐨路種ูࠖと、⌧≧は用のᖜが㝈定ⓗࠕ࡞高度ࠖをオプションࡋた。 

これらを㋃ま࠼、重㔞データྛ࡞種㝶データをᢅ࠺ことがྍ⬟で、かつ、置情報の高⢭

⣽を図った᪂た࡞車載ჾの走行ᒚṔ情報のデータᵓ㐀（）を௨ୗに示ࡍ。 

(㺏) 重㔞データをྵࡴ場ྜ 

重㔞データをྵࡳ、かつ、置情報の高⢭⣽を図った走行ᒚṔ情報のデータᵓ㐀（）を௨

ୗに示ࡍ 

 

⾲㸫㸱 㔜㔞ࢱ࣮ࢹࡢࢱ࣮ࢹᵓ㐀㸦㸧ࢪ࣮࣓ࡢ 

㡯┠ ෆᐜ䠄䜲䝯ー䝆䠅 ศゎ⬟ ᕪศ䝕ー䝍䛾⾲⌧⠊ᅖ 

᪥ 2019/07/09 13:10:34 1 ⛊ 0䡚255 ⛊ 



⨨ 

⦋ᗘ ⦋  35.71034 ᗘ 25×10-7ᗘ䠄⣙ 0.28䡉䠅 -0.00255 ᗘ䡚+0.00255 ᗘ 

⤒ᗘ ᮾ⤒ 139.73045 ᗘ 25×10-7ᗘ䠄⣙ 0.23䡉䠅 -0.00255 ᗘ䡚+0.00255 ᗘ 

㉮⾜㏿ᗘ 63km/h (max 255km/h) 1km/h 

ᕪศ⾲⌧しない 

㝶䝕ー䝍᭷無 㝶䝕ー䝍䛾᭷無 ᭷無 

㝶䝕ー䝍䝡䝑䝖ᩘ 
㝶䝕ー䝍✀ู௨ᚋ䛾 

䝡䝑䝖ᩘ (max127bit) 
1bit 

㝶䝕ー䝍✀ู 
㝶䝕ー䝍䛾ෆᐜ䠄㔜㔞䝕

ー䝍➼䠅を㆑ูする䝁ー䝗 
127 ✀㢮 

⥲㔜㔞 18.5t  (max 102.3䡐) 0.1t 

㍈ᩘ䠄䡊䠅 4 ㍈  (max 13 ㍈) 1 ㍈ 

㍈

㔜 

➨䠍㍈ 8.5䡐  (max 25.5䡐) 0.1t 

➨䠎㍈ 9.2䡐  (max 25.5䡐) 0.1t 

～ ～ ～ 

➨䡊㍈ 11.3䡐  (max 25.5䡐) 0.1t 

 

(㺐) 通ᖖの走行ᒚṔの場ྜ 

重㔞データはᢅ࡞ࢃいが置情報の分ゎ⬟を高ࡋࡃた場ྜのデータᵓ㐀（）を௨ୗに示ࡍ。 

重㔞データをᢅ࠺機⬟およྛࡧ種࣋ントをᢅ࠺機⬟をとࡶにᣢた࡞い車載ჾは、ᖖこのデ

ータᵓ㐀でグ㘓ࡍることに࡞る。また、重㔞データをᢅ࠺機⬟とྛ種࣋ントをᢅ࠺機⬟のいࡎ

れかまたは両᪉を備࠼る車載ჾにおいて、これらのグ㘓が要࡞場ྜはこのデータᵓ㐀でグ㘓ࡍ

ることに࡞る。 

 

⾲㸫㸲 ⨨ሗࡢศゎ⬟ࢆ㧗ࡓࡋࡃ㉮⾜ᒚṔሗࢱ࣮ࢹࡢᵓ㐀㸦㸧ࢪ࣮࣓ࡢ 

㡯┠ ෆᐜ䠄䜲䝯ー䝆䠅 ศゎ⬟ ᕪศ䝕ー䝍䛾⾲⌧⠊ᅖ 

᪥ 2019/07/09 13:10:34 1 ⛊ 0䡚255 ⛊ 



⨨ 

⦋ᗘ ⦋  35.71034 ᗘ 25×10-7ᗘ䠄⣙ 0.28䡉䠅 -0.00255 ᗘ䡚+0.00255 ᗘ 

⤒ᗘ ᮾ⤒ 139.73045 ᗘ 25×10-7ᗘ䠄⣙ 0.23䡉䠅 -0.00255 ᗘ䡚+0.00255 ᗘ 

㉮⾜㏿ᗘ 63km/h (max 255km/h) 1km/h 
ᕪศ⾲⌧しない 

㝶䝕ー䝍᭷無 㝶䝕ー䝍䛾᭷無 無 

備⪃ 㝶データ᭷↓=↓と࡞り、㝶データビットᩘ௨後はྵま࡞いᵓᡂ。 

表３　重量データのデータ構造（案）のイメージ

 4 

2017ᖺに‽ኳ㡬⾨ᫍが 4機体ไと࡞り、GNSSによる置≉定⢭度ࡋୖྥࡶている。本検ウに㝿

ていࡋᑗ᮶は走行、ࡋる分ゎ⬟が約㸯㹫であるのにᑐࡍては、⌧≧の走行ᒚṔ情報の置に関ࡋ

る車⥺種ูを検知できるᵝ、分ゎ⬟を 4ಸの約 25cmとࡍる。また、置の分ゎ⬟を高ࡍࡃる（⾲

⌧にᚲ要࡞データ㔞がቑ࠼る）ことにక࠺積ྍ⬟㊥離のῶᑡをカバーࡍるため、Ⓨヰ型車載ჾ

では㆑ูᅔ㞴ࠕ࡞㐨路種ูࠖと、⌧≧は用のᖜが㝈定ⓗࠕ࡞高度ࠖをオプションࡋた。 

これらを㋃ま࠼、重㔞データྛ࡞種㝶データをᢅ࠺ことがྍ⬟で、かつ、置情報の高⢭

⣽を図った᪂た࡞車載ჾの走行ᒚṔ情報のデータᵓ㐀（）を௨ୗに示ࡍ。 

(㺏) 重㔞データをྵࡴ場ྜ 

重㔞データをྵࡳ、かつ、置情報の高⢭⣽を図った走行ᒚṔ情報のデータᵓ㐀（）を௨

ୗに示ࡍ 

 

⾲㸫㸱 㔜㔞ࢱ࣮ࢹࡢࢱ࣮ࢹᵓ㐀㸦㸧ࢪ࣮࣓ࡢ 

㡯┠ ෆᐜ䠄䜲䝯ー䝆䠅 ศゎ⬟ ᕪศ䝕ー䝍䛾⾲⌧⠊ᅖ 

᪥ 2019/07/09 13:10:34 1 ⛊ 0䡚255 ⛊ 



⨨ 

⦋ᗘ ⦋  35.71034 ᗘ 25×10-7ᗘ䠄⣙ 0.28䡉䠅 -0.00255 ᗘ䡚+0.00255 ᗘ 

⤒ᗘ ᮾ⤒ 139.73045 ᗘ 25×10-7ᗘ䠄⣙ 0.23䡉䠅 -0.00255 ᗘ䡚+0.00255 ᗘ 

㉮⾜㏿ᗘ 63km/h (max 255km/h) 1km/h 

ᕪศ⾲⌧しない 

㝶䝕ー䝍᭷無 㝶䝕ー䝍䛾᭷無 ᭷無 

㝶䝕ー䝍䝡䝑䝖ᩘ 
㝶䝕ー䝍✀ู௨ᚋ䛾 

䝡䝑䝖ᩘ (max127bit) 
1bit 

㝶䝕ー䝍✀ู 
㝶䝕ー䝍䛾ෆᐜ䠄㔜㔞䝕

ー䝍➼䠅を㆑ูする䝁ー䝗 
127 ✀㢮 

⥲㔜㔞 18.5t  (max 102.3䡐) 0.1t 

㍈ᩘ䠄䡊䠅 4 ㍈  (max 13 ㍈) 1 ㍈ 

㍈

㔜 

➨䠍㍈ 8.5䡐  (max 25.5䡐) 0.1t 

➨䠎㍈ 9.2䡐  (max 25.5䡐) 0.1t 

～ ～ ～ 

➨䡊㍈ 11.3䡐  (max 25.5䡐) 0.1t 

 

(㺐) 通ᖖの走行ᒚṔの場ྜ 

重㔞データはᢅ࡞ࢃいが置情報の分ゎ⬟を高ࡋࡃた場ྜのデータᵓ㐀（）を௨ୗに示ࡍ。 

重㔞データをᢅ࠺機⬟およྛࡧ種࣋ントをᢅ࠺機⬟をとࡶにᣢた࡞い車載ჾは、ᖖこのデ

ータᵓ㐀でグ㘓ࡍることに࡞る。また、重㔞データをᢅ࠺機⬟とྛ種࣋ントをᢅ࠺機⬟のいࡎ

れかまたは両᪉を備࠼る車載ჾにおいて、これらのグ㘓が要࡞場ྜはこのデータᵓ㐀でグ㘓ࡍ

ることに࡞る。 

 

⾲㸫㸲 ⨨ሗࡢศゎ⬟ࢆ㧗ࡓࡋࡃ㉮⾜ᒚṔሗࢱ࣮ࢹࡢᵓ㐀㸦㸧ࢪ࣮࣓ࡢ 

㡯┠ ෆᐜ䠄䜲䝯ー䝆䠅 ศゎ⬟ ᕪศ䝕ー䝍䛾⾲⌧⠊ᅖ 

᪥ 2019/07/09 13:10:34 1 ⛊ 0䡚255 ⛊ 



⨨ 

⦋ᗘ ⦋  35.71034 ᗘ 25×10-7ᗘ䠄⣙ 0.28䡉䠅 -0.00255 ᗘ䡚+0.00255 ᗘ 

⤒ᗘ ᮾ⤒ 139.73045 ᗘ 25×10-7ᗘ䠄⣙ 0.23䡉䠅 -0.00255 ᗘ䡚+0.00255 ᗘ 

㉮⾜㏿ᗘ 63km/h (max 255km/h) 1km/h 
ᕪศ⾲⌧しない 

㝶䝕ー䝍᭷無 㝶䝕ー䝍䛾᭷無 無 

備⪃ 㝶データ᭷↓=↓と࡞り、㝶データビットᩘ௨後はྵま࡞いᵓᡂ。 

表４　位置情報の分解能を高くした走行履歴情報のデータ構造（案）のイメージ
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トすることとする。なお、時刻は、実際の時刻を把握す

る必要があるため、重量変化を観測した時点の値とする。

今回の重量データの組み込みにあわせて、当機構の賛

助会員であるパナソニック（株）殿から課題提起を受けた

走行履歴情報の記録タイミングについても併せて検討し

た。

現状は、200m毎あるいは前回記録時から 45°以上進

行方向が変化した際に記録することとしており、進行方

向変化時は 200mの積算をリセットし新たに積算するこ

重量データは重量変化時に記録することが望ましい。

なお、屋内倉庫、地下駐車場など、荷捌き場所等で

GPS による位置特定が困難な場合も想定される。長大

トンネルの中での荷捌きは可能性が低く、屋内型の物流

基地などでは、GPS による位置特定ができない範囲は

数百メートルの範囲内と想定する。どの拠点で重量が変

化したか（作業を行ったか）が識別できればよいと考え

られるため、重量変化時にGPSによる位置特定ができな

かった場合は、位置特定が可能であった直近の値をセッ
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ホ౯ × × ۑ ڹ 

 
ᅇの重㔞データの⤌ࡳ㎸ࡳにあࡏࢃて、ᙜ機ᵓの㈶ຓ会員であるࣃナࢽࢯッࢡ(ᰴ)Ẋからㄢ

㢟提㉳を受ࡅた走行ᒚṔ情報のグ㘓タ࣑ンࢢについてࡏేࡶて検ウࡋた。 

⌧≧は、200㹫ẖあるいは前ᅇグ㘓から 45r௨ୖ㐍行᪉ྥがኚࡋた㝿にグ㘓ࡍることとࡋ

ており、㐍行᪉ྥኚは 200㹫の積⟬をࣜセットࡋ᪂たに積⟬ࡍることとࡋている。この⤖ᯝ、

図㸫㸱(㺏)のよ࠺にカーࣈඛのデータのグ㘓ᆅⅬがᅛ定ࡍる⌧㇟が⏕ࡌる。ᮎᑿの検知ࡸ㸰

Ⅼ㛫のᡤ要㛫の⟬ฟ࡞データά用の面では分ᩓࡋていることがᮃまࡋい。ࡋたがって、㐍行

᪉ྥ᪉ኚにక࠺グ㘓に 200m の積⟬をࣜセットࡍ⥆⥅ࡎࡏることとࡍる。図㸫㸱の(㺐)はᨵၿ

後のメーࢪである。 

 

ᅗ㸫㸱 㐍⾜᪉ྥኚక࠺㉮⾜ᒚṔࡢグ㘓⨨ࢪ࣮࣓ࡢ 

 

㸵㸧᪤Ꮡࡢ㌴㍕ჾ⏝ేࡢ㛵᳨ࡿࡍウ 

⌧≧の車載ჾから⥅⥆ࡋてプローࣈデータを㞟できるととࡶに、重㔞データྛࡸ種࣋ント

にᑐᛂあるいは置情報のヲ⣽を行った᪂車載ჾからࡶ㞟できる⤌ࡳについて検ウࡋた。 

ྛ種データᵓ㐀のプローࣈデータが共Ꮡできるよ࠺にࡍるためには、ࡑのᵓ㐀を㆑ูできる機

表６　記録タイミングの比較

 5 

(㺑) ྛ 種࣋ントⓎ⏕ 

᪂た࡞データᵓ㐀（）におࡅるࠕ㝶データ種ูࠖを用いることで、㐨路⥔ᣢಖᏲ車両のస

ᴗ㛤ጞࡸ、≀ὶ車両のࠕฟⓎ ࡋࢁⲴୗࠕࠖ 車両のྛ種≧ែ࡞ーの動స≧ἣࣃ࣡ࡸ➼ࠖ᠁ఇࠕࠖ

➼をグ㘓ࡋ、アップࣜンࡍࢡることができる。これらをグ㘓ࡍるメーࢪを௨ୗに示ࡍ。 

 
⾲㸫㸳 ྛ✀ࢺࣥ࣋➼Ⓨ⏕ࢱ࣮ࢹࡢᵓ㐀㸦㸧ࢪ࣮࣓ࡢ 

㡯┠ ෆᐜ䠄䜲䝯ー䝆䠅 ศゎ⬟ ᕪศ䝕ー䝍䛾⾲⌧⠊ᅖ 

᪥ 2019/07/09 13:10:34 1 ⛊ 0䡚255 ⛊ 



⨨ 

⦋ᗘ ⦋  35.71034 ᗘ 25×10-7ᗘ䠄⣙ 0.28䡉䠅 -0.00255 ᗘ䡚+0.00255 ᗘ 

⤒ᗘ ᮾ⤒ 139.73045 ᗘ 25×10-7ᗘ䠄⣙ 0.23䡉䠅 -0.00255 ᗘ䡚+0.00255 ᗘ 

㉮⾜㏿ᗘ 63km/h (max 255km/h) 1km/h 

ᕪศ⾲⌧しない 

㝶䝕ー䝍᭷無 㝶䝕ー䝍䛾᭷無 ᭷無 

㝶䝕ー䝍䝡䝑䝖ᩘ 
㝶䝕ー䝍✀ู௨ᚋ䛾 

䝡䝑䝖ᩘ (max127bit) 
1bit 

㝶䝕ー䝍✀ู 
㝶䝕ー䝍䛾ෆᐜ䠄㔜㔞䝕

ー䝍➼䠅を㆑ูする䝁ー䝗 
127 ✀㢮 

䜲䝧䞁䝖ෆᐜ 

ෆᐜ䚸䝕ー䝍㛗は㝶䝕ー䝍✀ู䛤䛸にᐃ⩏ 

௨ୗは䜲䝯ー䝆䚹 

䐟 䠖㝶䝕ー䝍✀ู䠙103䠖No.3 䛾ス䜲䝑䝏ᢲୗ 

䈜䜻ース䜲䝑䝏をఱに⣣䛵䛡る䛛は利用⪅䛾௵ព䚹 

A 事ᴗ⪅䠙䛂㝖㞷సᴗ䛃䚸B 事ᴗ⪅䠙䛂ฟⓎ䛃な䛹 

䐠 㝶䝕ー䝍✀ู䠙31䠖䝽䜲䝟ーస動㛤ጞ 

䈜㛵㐃䝕ー䝍䛂ᙉ䛃䠋䛂ᙅ䛃䠋䛂㛫Ḟ䛃をྵ䜐 

 

㸴㸧グ㘓ࢢ࣑ࣥࢱࡿࡍ 

重㔞データをプローࣈデータとࡋてグ㘓ࡍるタ࣑ンࢢに関ࡍる検ウを行った。ࡑの内ᐜにつ

いて௨ୗに示ࡍ。 

グ㘓ࡍるタ࣑ンࢢとࡋて௨ୗのをᣲࡆる。 

㸯：ᖖ （例：200㹫ẖの走行ᒚṔ情報の積に、重㔞データࡶຍࡍる） 

㸰：一定㛫ẖ（例：ẖ 00分、ཪは 10分⤒過ẖ࡞） 

㸱：車中 

㸲：重㔞ኚ検知 

これらのにᑐࡋて、ࡑれࡒれの≉ᚩをᢳฟࡋ、ẚ㍑ࡋた。ࡑの⤖ᯝを⾲㸫㸴に示ࡍ。これら

の検ウ⤖ᯝから、重㔞データは重㔞ኚにグ㘓ࡍることがᮃまࡋい。 

定ࡶ場ྜ࡞Ⲵᤍき場ᡤ➼で㹅㹎㹑による置≉定がᅔ㞴、࡞お、ᒇ内ᗜ、ᆅୗ㥔車場࡞

される。㛗トンࢿルの中でのⲴᤍきはྍ⬟ᛶがపࡃ、ᒇ内型の≀ὶᇶᆅ࡞では、GPSによる

置≉定ができ࡞い⠊ᅖはᩘⓒメートルの⠊ᅖ内と定ࡍる。のᣐⅬで重㔞がኚࡋたか（సᴗ

を行ったか）が㆑ูできれࡤよいと⪃࠼られるため、重㔞ኚに GPS による置≉定ができ࡞

かった場ྜは、置≉定がྍ⬟であった┤㏆の್をセットࡍることとࡍる。࡞お、้は、実㝿

の้をᢕᥱࡍるᚲ要があるため、重㔞ኚをほ ࡋたⅬの್とࡍる。 

 

 

表５　各種イベント等発生時のデータ構造（案）のイメージ
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̍

イベント対応の有無などより具体な機能の装備状況を示

す必要もある。これらについては、車載器の機能を格納

する「基本情報」の空きビット（現状は「空き」として

“０” 固定）を活用し、示すことが可能である。

２−８�　重量データ等の追加等による１回の
路車間通信でアップリンク可能な走行
履歴情報への影響

重量データ等の追加および位置情報の分解能向上によ

り、個々の走行履歴情報のデータ量は増大する。１回の

路車間通信でアップリンク可能なデータ量には制約があ

るため、個々のデータ量増大に伴い組み込むことが可能

なデータ数は減少し、すなわち、記録可能な距離は短く

なる。現状のデータ量と比較することで、距離への影響

を評価した。なお、現状のデータ構成は「データ識別子、

時刻、緯度、経度、道路種別、速度」とし、変更要因毎

に影響を評価するために、重量データの構成は「データ

識別子、時刻、緯度、経度（分解能は現状と同一）、速度、

付随データビット数、付随データ種別、総重量、軸数

（n=６）、第１軸の軸重〜第６軸の軸重」、位置情報の分

解能向上時の構成は「データ識別子、時刻、緯度、経度

（分解能４倍）、速度」とした。重量データ＋分解能向上

は、今回の検討の総合的な構成となり、重量データ追加

と分解能向上の双方を加味する。なお、ここで検討する

新たな車載器はGPS 付き発話型を対象とし、道路種別

は無効とした。

ととしている。この結果、図３アのようにカーブ先のデ

ータの記録地点が固定化する現象が生じる。渋滞末尾の

検知や２点間の所要時間の算出などデータ活用の面では

分散していることが望ましい。したがって、進行方向変

化に伴う記録時に 200mの積算をリセットせず継続する

こととする。図３のイは改善後のイメージである。

２−７　既存の車載器との併用に関する検討

現状の車載器から継続してプローブデータを収集でき

るとともに、重量データや各種イベントに対応あるいは

位置情報の詳細化を行った新車載器からも収集できる仕

組みについて検討した。

各種データ構造のプローブデータが共存できるように

するためには、その構造を識別できる機能が必要となる。

現状のプローブデータの構造には、どのような対応の車

載器であるかを示す機器識別子がある。この機器識別子

を用いて、現状でも「一般車用」、「特殊用途用（特殊用

途用車載器は、いわゆる業務支援用車載器のこと）」、「二

輪車用」などを識別できるようになっている。この識別

子に「重量データ対応車載器（イベント対応機能も備え

ることが可能）」、「位置情報高精細化車載器（重量デー

タには対応しない。イベントに対応するかは任意）」（い

ずれも仮称）を追加定義することで、プローブデータを

処理するサーバ類はこの識別子を参照することでデータ

構造を識別することが可能となる。また、大くくりの車

載器の種別に加え、「位置情報高精細化車載器」において、
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⌧≧は、200㹫ẖあるいは前ᅇグ㘓から 45r௨ୖ㐍行᪉ྥがኚࡋた㝿にグ㘓ࡍることとࡋ

ており、㐍行᪉ྥኚは 200㹫の積⟬をࣜセットࡋ᪂たに積⟬ࡍることとࡋている。この⤖ᯝ、

図㸫㸱(㺏)のよ࠺にカーࣈඛのデータのグ㘓ᆅⅬがᅛ定ࡍる⌧㇟が⏕ࡌる。ᮎᑿの検知ࡸ㸰

Ⅼ㛫のᡤ要㛫の⟬ฟ࡞データά用の面では分ᩓࡋていることがᮃまࡋい。ࡋたがって、㐍行

᪉ྥ᪉ኚにక࠺グ㘓に 200m の積⟬をࣜセットࡍ⥆⥅ࡎࡏることとࡍる。図㸫㸱の(㺐)はᨵၿ

後のメーࢪである。 

 

ᅗ㸫㸱 㐍⾜᪉ྥኚక࠺㉮⾜ᒚṔࡢグ㘓⨨ࢪ࣮࣓ࡢ 

 

㸵㸧᪤Ꮡࡢ㌴㍕ჾ⏝ేࡢ㛵᳨ࡿࡍウ 

⌧≧の車載ჾから⥅⥆ࡋてプローࣈデータを㞟できるととࡶに、重㔞データྛࡸ種࣋ント

にᑐᛂあるいは置情報のヲ⣽を行った᪂車載ჾからࡶ㞟できる⤌ࡳについて検ウࡋた。 

ྛ種データᵓ㐀のプローࣈデータが共Ꮡできるよ࠺にࡍるためには、ࡑのᵓ㐀を㆑ูできる機

図３　進行方向変化に伴う走行履歴の記録位置のイメージ
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法により、重量データ等を収集する場合の各装置への影

響（改修の要否）について検証した。走行履歴情報の構

造が変更となるため、走行履歴情報の内容を集計など処

理する機能を有する装置は改修が必要となる。プローブ

データを構成するメモリタグの数、メモリタグの番号、

最大のデータ量は現状と同一であるため、走行履歴情報

を処理しない装置は改修不要である。これらによる整理

結果を図４に示す。

重量データの追加と位置情報の分解能向上により、約

60kmに１回程度荷捌きをするとして、１回の路車間通

信でアップリンク可能な距離は１割程度減少する。なお、

この減少の主たる要因は重量データの追加ではなく、位

置情報の分解能の高度化である。

２−９�　重量データ等のアップリンクに対す
る各システムへの影響

これまで整理したデータ構造及びアップリンクする方

 7 

⬟がᚲ要と࡞る。⌧≧のプローࣈデータのᵓ㐀には、のよ࡞࠺ᑐᛂの車載ჾであるかを示ࡍ機

ჾ㆑ูᏊがある。この機ჾ㆑ูᏊを用いて、⌧≧でࠕࡶ一⯡車用 Ṧ用㏵用（≉Ṧ用㏵用車≉ࠕࠖ、

載ჾは、いࡺࢃるᴗົᨭ用車載ჾのこと）ࠖ、ࠕ㍯車用ࠖ࡞を㆑ูできるよ࠺に࡞っている。

この㆑ูᏊにࠕ重㔞データᑐᛂ車載ჾ（࣋ントᑐᛂ機⬟ࡶ備࠼ることがྍ⬟）ࠖ、ࠕ置情報高⢭

⣽車載ჾ（重㔞データにはᑐᛂ࡞ࡋい。࣋ントにᑐᛂࡍるかは௵ព）ࠖ（いࡎれࡶ௬⛠）を㏣

ຍ定⩏ࡍることで、プローࣈデータをฎ⌮ࡍるサーバ類はこの㆑ูᏊをཧ↷ࡍることでデータᵓ

㐀を㆑ูࡍることがྍ⬟と࡞る。また、ࡃࡃりの車載ჾの種ูにຍࠕ、࠼置情報高⢭⣽車載

ჾࠖにおいて、࣋ントᑐᛂの᭷↓࡞よりල体࡞機⬟の備≧ἣを示ࡍᚲ要ࡶある。これらに

ついては、車載ჾの機⬟を᱁⣡ࡍるࠕᇶ本情報 のࠖ空きビット（⌧≧はࠕ空き とࠖࡋて͆ 0”ᅛ定）

をά用ࡋ、示ࡍことがྍ⬟である。 

 

㸶㸧㔜㔞ࡢ➼ࢱ࣮ࢹ㏣ຍ➼ࡿࡼ 1 ᅇࡢ㊰㌴㛫㏻ಙ࡛࡞⬟ྍࢡࣥࣜࣉࢵ㉮⾜ᒚṔሗࡢᙳ㡪 

重㔞データ➼の㏣ຍおよࡧ置情報の分ゎ⬟ྥୖにより、ಶࠎの走行ᒚṔ情報のデータ㔞はቑ

ࡍる。㸯ᅇの路車㛫通信でアップࣜン࡞⬟ྍࢡデータ㔞にはไ約があるため、ಶࠎのデータ㔞

ቑにకい⤌ࡳ㎸ࡴことがྍ⬟࡞データᩘはῶᑡࡕࢃ࡞ࡍ、ࡋ、グ㘓ྍ⬟࡞㊥離は▷࡞ࡃる。⌧

≧のデータ㔞とẚ㍑ࡍることで、㊥離のᙳ㡪をホ౯ࡋた。࡞お、⌧≧のデータᵓᡂはࠕデータ

㆑ูᏊ、้、⦋度、⤒度、㐨路種ู、速度ࠖとࡋ、ኚ᭦要ᅉẖにᙳ㡪をホ౯ࡍるために、重㔞

データのᵓᡂはࠕデータ㆑ูᏊ、้、⦋度、⤒度（分ゎ⬟は⌧≧と同一）、速度、㝶データ

ビットᩘ、㝶データ種ู、⥲重㔞、㍈ᩘ（n=6）、➨㸯㍈の㍈重㹼➨ 6㍈の㍈重 、ࠖ置情報の

分ゎ⬟ྥୖのᵓᡂはࠕデータ㆑ูᏊ、้、⦋度、⤒度（分ゎ⬟ 4ಸ）、速度ࠖとࡋた。重㔞

データ㸩分ゎ⬟ྥୖは、ᅇの検ウの⥲ྜⓗ࡞ᵓᡂと࡞り、重㔞データ㏣ຍと分ゎ⬟ྥୖの᪉

をຍࡍる。࡞お、ここで検ウࡍる᪂た࡞車載ჾは GPSきⓎヰ型をᑐ㇟とࡋ、㐨路種ูは↓ຠ

とࡋた。 

 

⾲㸫㸵 㔜㔞ࡢ➼ࢱ࣮ࢹ㏣ຍ➼࡞⬟ྍࢡࣥࣜࣉࢵࢬࢧࢱ࣮ࢹࡿࡼ㊥㞳ࡢᙳ㡪 

㡯┠ ⌧≧ 
㔜㔞ࢱ࣮ࢹ 

㏣ຍ 

⨨ሗࡢ 

ศゎ⬟ྥୖ 

㔜㔞ࢱ࣮ࢹ 

㸩ศゎ⬟ྥୖ 

ᇶ‽ࢱ࣮ࢹ㸦㔜㔞࣭ࡋ↓ࢺࣥ࣋㸧 95bit 94bit 97bit 98bit 

ᕪศࢱ࣮ࢹ㸦㔜㔞࣭ࡋ↓ࢺࣥ࣋㸧 36bit 36bit 39bit 40it 

㔜㔞ࡴྵࢆᇶ‽ͤࢱ࣮ࢹ㸯 㸫 170bit 㸫 174bit 

᮲௳㸯࡛

 ヨ⟬ͤ㸰ࡢ

᱁⣡ྍ㸯ಶࢢࢱ࣓ࣜࣔ

 ಶᩘࡢࢱ࣮ࢹᕪศ࡞⬟
106ಶ 91ಶ 98ಶ 83ಶ 

グ㘓ྍ⬟࡞㊥㞳 

㸦⌧≧ࢆ ẚࡓࡋ100

⋡㸧 

100% 96% 92% 85% 

᮲௳㸰࡛

 ヨ⟬ͤ㸱ࡢ

グ㘓ྍ⬟࡞㊥㞳 

㸦⌧≧ࢆ ẚࡓࡋ100

⋡㸧 

100% 99% 92% 89% 

ͤ㸯 㔜㔞ኚࡿࡌ⏕ࡀ㝿㸦Ⲵᤍ࡞ࡁ㸧255ࠊࡣ⛊௨ୖ⤒㐣ࡋᕪศࡣ࡛ࢱ࣮ࢹグ㘓࡛࠸࡞ࡁ≧ἣ

 ࠋࡓࡋグ㘓ࡢ࡛ࢱ࣮ࢹ‽ᇶࠊࡋ ᥎

ͤ㸰 ᮲௳㸯㸸㉮⾜ᒚṔ⏝࣓ࣔࣜࢢࢱ㸯ಶࢆグ㘓ࡿࡍ୰࡛㸯ᅇⲴᤍࡀࡁⓎ⏕ࡓࡋሙྜࡢグ㘓ྍ⬟࡞

㊥㞳㸦⣙ 10kmẖⲴᤍࡇࡿࡍࡁ┦ᙜ㸧 
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ᐜ㔞ࡢ㸯ಶࢢࢱ࣓ࣜࣔ 496Byte(3968bit)ᑐࡋඹ㏻ⓗࢲࢵ࣊࡞㒊 32bitࢆᕪࡋᘬࡓ࠸ṧり

ࢹ‽ᇶࡴྵࢆ㔜㔞ࠊ㸯ಶࢱ࣮ࢹ‽ᇶࡢࡋ࡞㔜㔞ࠊࡇࡇࠋࡿࡍ࢚ࣜ㉮⾜ᒚṔሗ᱁⣡ࢆ

 ࠋࡓࡋฟ⟭ࢆಶᩘࡢ㸧ࡋ࡞㸦㔜㔞ࢱ࣮ࢹᕪศ࡞⬟᱁⣡ྍᐜ㔞ࡢṧりࠊࡋ᱁⣡ࢆ㸯ಶࢱ࣮

ͤ㸱 ᮲௳㸰㸸㉮⾜ᒚṔ⏝࣓ࣔࣜࢢࢱ㸵ಶࢆグ㘓ࡿࡍ୰࡛㸯ᅇⲴᤍࡀࡁⓎ⏕ࡓࡋሙྜࡢグ㘓ྍ⬟࡞

㊥㞳㸦⣙ 70kmẖⲴᤍࡇࡿࡍࡁ┦ᙜ㸧 

重㔞データの㏣ຍと置情報の分ゎ⬟ྥୖにより、約 60kmに㸯ᅇ⛬度Ⲵᤍきをࡍるとࡋて、

㸯ᅇの路車㛫通信でアップࣜン࡞⬟ྍࢡ㊥離は 1⛬度ῶᑡࡍる。࡞お、このῶᑡのたる要ᅉ

は重㔞データの㏣ຍではࡃ࡞、置情報の分ゎ⬟の高度である。 

 

㸷㸧㔜㔞ࢡࣥࣜࣉࢵࡢ➼ࢱ࣮ࢹᑐࡢ࣒ࢸࢫࢩྛࡿࡍᙳ㡪 

これまでᩚ⌮ࡋたデータᵓ㐀ཬࡧアップࣜンࡍࢡる᪉ἲにより、重㔞データ➼を㞟ࡍる場ྜ

のྛ置のᙳ㡪(ᨵಟの要ྰ)について検ドࡋた。走行ᒚṔ情報のᵓ㐀がኚ᭦と࡞るため、走行

ᒚṔ情報の内ᐜを㞟ィ࡞ฎ⌮ࡍる機⬟を᭷ࡍる置はᨵಟがᚲ要と࡞る。プローࣈデータをᵓ

ᡂࡍるメモࣜタࢢのᩘ、メモࣜタࢢの␒ྕ、最のデータ㔞は⌧≧と同一であるため、走行ᒚṔ

情報をฎ⌮࡞ࡋい置はᨵಟ要である。これらによるᩚ⌮⤖ᯝを図㸫㸲に示ࡍ。 

 

ᅗ㸫㸲 㔜㔞ࡳ⤌ࡢࢱ࣮ࢹ㎸ࠊ➼ࡳᮏ᳨ウおࡿࡅᣑࡀᙳ㡪ࢆཬࡍࡰ⠊ᅖ 

 

㸱㸬ᣐⅬタ⨨ࡿࡍ㊰ഃᶵࡢࢱ࣮ࢹ࣐ࣝࣥ࣡ࢺࢫࣛࡿࡼ㞟࡚࠸ࡘ 

 ᙜ機ᵓでは、≉定プローࣈデータ㓄信サービスを提供ࡋている。車両の運行⟶⌮を行࠺事ᴗ⪅

は、このサービスにより自♫の車両のプローࣈデータ（≉定プローࣈデータ）をධᡭࡋ、走行中

の༊㛫ࡸ運行⤒路࡞のᢕᥱを行࠺ことがྍ⬟である。⌧≧の≉定プローࣈデータは、実㐨ୖに

設置された路ഃ機によって㞟ࡋたࡶので、車両ᇶᆅ࡞までのラスト࣡ンマルに関ࡍるデー

タをタ࣒ࣜーに取ᚓࡍることができ࡞い。速ࡸか࡞日報సᡂ࡞には、฿╔に速ࡸかに取ᚓ

できる⤌ࡳがᮃまれる。このㄢ㢟をゎỴࡍるために、ᙜ機ᵓではẸ㛫ྥࡅ⡆᫆型路ഃ機（↓⥺

㒊）ᵝ᭩をⓎ行ࡋており、≀ὶ事ᴗ⪅࡞が↓⥺㒊をㄪ㐩できるよ࠺に࡞っている。 
 ≉定プローࣈデータ㓄信サービスの内ᐜࡸ、この路ഃ機にᮇᚅされるຠᯝ࡞についてはูの

Ⓨ⾲にㆡることとࡋ、ここでは、一Ṇࡸᚎ行中の車両にᑐࡋて⌧≧よりᐜ㔞のプローࣈデ

ータを㞟ࡍる᪉ἲについて、⌧≧の⤌ࡳとの共Ꮡを前提に検ウࡋた内ᐜについて示ࡍ。 
 ⌧≧のプローࣈデータ㞟をྵࡴ ETC2.0 サービスは、実㐨ୖの路ഃ機と走行中の車載ჾが約

㸯⛊㛫通信できることを前提に設ィされている。⡆᫆型路ഃ機を設置ࡍる車両ᇶᆅࡸ≀ὶᣐⅬ࡞

ቃにおいては路⎔࡞࠺このよ、ࡃることが多ࡍᚎ行ࡸて一Ṇࡋにおいては、場内㐍ධに㝿

車㛫通信がྍ⬟と࡞る㛫はᩘ⛊㛫࡞実㐨ୖより㛗࡞ࡃる。このため、㞟ࡍるプローࣈデー

表７　重量データ等の追加等によるデータサイズとアップリンク可能な距離への影響
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ᐜ㔞ࡢ㸯ಶࢢࢱ࣓ࣜࣔ 496Byte(3968bit)ᑐࡋඹ㏻ⓗࢲࢵ࣊࡞㒊 32bitࢆᕪࡋᘬࡓ࠸ṧり

ࢹ‽ᇶࡴྵࢆ㔜㔞ࠊ㸯ಶࢱ࣮ࢹ‽ᇶࡢࡋ࡞㔜㔞ࠊࡇࡇࠋࡿࡍ࢚ࣜ㉮⾜ᒚṔሗ᱁⣡ࢆ

 ࠋࡓࡋฟ⟭ࢆಶᩘࡢ㸧ࡋ࡞㸦㔜㔞ࢱ࣮ࢹᕪศ࡞⬟᱁⣡ྍᐜ㔞ࡢṧりࠊࡋ᱁⣡ࢆ㸯ಶࢱ࣮

ͤ㸱 ᮲௳㸰㸸㉮⾜ᒚṔ⏝࣓ࣔࣜࢢࢱ㸵ಶࢆグ㘓ࡿࡍ୰࡛㸯ᅇⲴᤍࡀࡁⓎ⏕ࡓࡋሙྜࡢグ㘓ྍ⬟࡞

㊥㞳㸦⣙ 70kmẖⲴᤍࡇࡿࡍࡁ┦ᙜ㸧 

重㔞データの㏣ຍと置情報の分ゎ⬟ྥୖにより、約 60kmに㸯ᅇ⛬度Ⲵᤍきをࡍるとࡋて、

㸯ᅇの路車㛫通信でアップࣜン࡞⬟ྍࢡ㊥離は 1⛬度ῶᑡࡍる。࡞お、このῶᑡのたる要ᅉ

は重㔞データの㏣ຍではࡃ࡞、置情報の分ゎ⬟の高度である。 

 

㸷㸧㔜㔞ࢡࣥࣜࣉࢵࡢ➼ࢱ࣮ࢹᑐࡢ࣒ࢸࢫࢩྛࡿࡍᙳ㡪 

これまでᩚ⌮ࡋたデータᵓ㐀ཬࡧアップࣜンࡍࢡる᪉ἲにより、重㔞データ➼を㞟ࡍる場ྜ

のྛ置のᙳ㡪(ᨵಟの要ྰ)について検ドࡋた。走行ᒚṔ情報のᵓ㐀がኚ᭦と࡞るため、走行

ᒚṔ情報の内ᐜを㞟ィ࡞ฎ⌮ࡍる機⬟を᭷ࡍる置はᨵಟがᚲ要と࡞る。プローࣈデータをᵓ

ᡂࡍるメモࣜタࢢのᩘ、メモࣜタࢢの␒ྕ、最のデータ㔞は⌧≧と同一であるため、走行ᒚṔ

情報をฎ⌮࡞ࡋい置はᨵಟ要である。これらによるᩚ⌮⤖ᯝを図㸫㸲に示ࡍ。 

 

ᅗ㸫㸲 㔜㔞ࡳ⤌ࡢࢱ࣮ࢹ㎸ࠊ➼ࡳᮏ᳨ウおࡿࡅᣑࡀᙳ㡪ࢆཬࡍࡰ⠊ᅖ 

 

㸱㸬ᣐⅬタ⨨ࡿࡍ㊰ഃᶵࡢࢱ࣮ࢹ࣐ࣝࣥ࣡ࢺࢫࣛࡿࡼ㞟࡚࠸ࡘ 

 ᙜ機ᵓでは、≉定プローࣈデータ㓄信サービスを提供ࡋている。車両の運行⟶⌮を行࠺事ᴗ⪅

は、このサービスにより自♫の車両のプローࣈデータ（≉定プローࣈデータ）をධᡭࡋ、走行中

の༊㛫ࡸ運行⤒路࡞のᢕᥱを行࠺ことがྍ⬟である。⌧≧の≉定プローࣈデータは、実㐨ୖに

設置された路ഃ機によって㞟ࡋたࡶので、車両ᇶᆅ࡞までのラスト࣡ンマルに関ࡍるデー

タをタ࣒ࣜーに取ᚓࡍることができ࡞い。速ࡸか࡞日報సᡂ࡞には、฿╔に速ࡸかに取ᚓ

できる⤌ࡳがᮃまれる。このㄢ㢟をゎỴࡍるために、ᙜ機ᵓではẸ㛫ྥࡅ⡆᫆型路ഃ機（↓⥺

㒊）ᵝ᭩をⓎ行ࡋており、≀ὶ事ᴗ⪅࡞が↓⥺㒊をㄪ㐩できるよ࠺に࡞っている。 
 ≉定プローࣈデータ㓄信サービスの内ᐜࡸ、この路ഃ機にᮇᚅされるຠᯝ࡞についてはูの

Ⓨ⾲にㆡることとࡋ、ここでは、一Ṇࡸᚎ行中の車両にᑐࡋて⌧≧よりᐜ㔞のプローࣈデ

ータを㞟ࡍる᪉ἲについて、⌧≧の⤌ࡳとの共Ꮡを前提に検ウࡋた内ᐜについて示ࡍ。 
 ⌧≧のプローࣈデータ㞟をྵࡴ ETC2.0 サービスは、実㐨ୖの路ഃ機と走行中の車載ჾが約

㸯⛊㛫通信できることを前提に設ィされている。⡆᫆型路ഃ機を設置ࡍる車両ᇶᆅࡸ≀ὶᣐⅬ࡞

ቃにおいては路⎔࡞࠺このよ、ࡃることが多ࡍᚎ行ࡸて一Ṇࡋにおいては、場内㐍ධに㝿

車㛫通信がྍ⬟と࡞る㛫はᩘ⛊㛫࡞実㐨ୖより㛗࡞ࡃる。このため、㞟ࡍるプローࣈデー

図４　重量データの組み込み等、本検討における拡充が影響を及ぼす範囲
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̍

ては路車間通信が可能となる時間は数秒間など実道上よ

り長くなる。このため、収集するプローブデータの容量

の拡大も可能となる。

３−１　拠点で収集するプローブデータの構成

実道上の路側機で収集するプローブデータは、11 個

のメモリタグで構成される（図５）。

DSRC路車間通信におけるメモリタグアクセスは、

ARIB�STD-T110 狭域通信（DSRC）基本アプリケーシ

ョンインタフェースで定義される手順により実行するも

ので、読み出し順位を指定した読み出し要求を路側機が

発行し車載器が応答する形でメモリタグの内容を送信す

る。路側機は、上位装置での処理を考慮し、下記のよう

に基本情報を先にして読み出している。

上位装置がプローブデータを解析する際、走行履歴情

報を読み解く上で必要なオプションの有無などの情報が

含まれる基本情報から処理する

ことを考慮し、下記順序で車載

器から読み出す。

路側機の読み出し順：
タグ⑨→タグ⑩→タグ⑪→
タグ①→タグ②→・・・→
タグ⑦→タグ⑧

従って、上位装置が収集する

プローブデータは、図６のよう

な構成となる。現状より数多く

ΑΔϥετʹػʹઃஔ͢Δ路ଆڌ
ϫϯϚΠϧσʔλͷऩूʹ͍ͭͯ

当機構では、特定プローブデータ配信サービスを提供

している。車両の運行管理を行う事業者は、このサービ

スにより自社の車両のプローブデータ（特定プローブデ

ータ）を入手し、走行中の区間や運行経路などの把握を

行うことが可能である。現状の特定プローブデータは、

実道上に設置された路側機によって収集したもので、車

両基地などまでのラストワンマイルに関するデータをタ

イムリーに取得することができない。速やかな日報作成

などには、到着時に速やかに取得できる仕組みが望まれ

る。この課題を解決するために、当機構では民間向け簡

易型路側機（無線部）仕様書を発行しており、物流事業

者などが無線部を調達できるようになっている。

特定プローブデータ配信サービスの内容や、この路側

機に期待される効果などについては別の発表に譲ること

とし、ここでは、一時停止や徐行中の車両に対して現状

より大容量のプローブデータを収集する方法について、

現状の仕組みとの共存を前提に検討した内容について示

す。

現状のプローブデータ収集を含むETC2.0 サービスは、

実道上の路側機と走行中の車載器が約１秒間通信できる

ことを前提に設計されている。簡易型路側機を設置する

車両基地や物流拠点などにおいては、場内進入に際して

一時停止や徐行することが多く、このような環境におい

�
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タのᐜ㔞のᣑྍࡶ⬟と࡞る。 
㸯㸧ᣐⅬ࡛㞟ࡢࢱ࣮ࢹࣈ࣮ࣟࣉࡿࡍᵓᡂ 

 実㐨ୖの路ഃ機で㞟ࡍるプローࣈデータは、11 ಶのメモࣜタࢢでᵓᡂされる（図㸫㸳）。 
 DSRC 路車㛫通信におࡅるメモࣜタࢢアࢡセスは、ARIB STD-T110 ⊃ᇦ通信(DSRC)ᇶ本アプ

たࡋ㡰をᣦ定ࡋฟࡳので、ㄞࡶるࡍースで定⩏されるᡭ㡰により実行࢙ンタフーションࢣࣜ

ㄞࡳฟࡋ要ồを路ഃ機がⓎ行ࡋ車載ჾがᛂ⟅ࡍるᙧでメモࣜタࢢの内ᐜを㏦信ࡍる。路ഃ機は、

ୖ置でのฎ⌮を⪃៖ࡋ、ୗグのよ࠺にᇶ本情報をඛにࡋてㄞࡳฟࡋている。 
 

 
ᅗ㸫㸳 ⌧≧ࢱ࣮ࢹࣈ࣮ࣟࣉࡢおࢢࢱ࣓ࣜࣔࡿࡅ 

 
ୖ置がプローࣈデータをゎᯒࡍる㝿、走行ᒚṔ情報をㄞࡳゎୖࡃでᚲ要࡞オプションの᭷

 。ࡍฟࡳୗグ㡰ᗎで車載ჾからㄞ、ࡋることを⪃៖ࡍ⌮の情報がྵまれるᇶ本情報からฎ࡞↓
 

路ഃ機のㄞࡳฟࡋ㡰：タࢢչЍタࢢպЍタࢢջЍタࢢ①Ѝタࢢ②Ѝ࣭࣭࣭ЍタࢢշЍタࢢո 
 
ᚑって、ୖ置が㞟ࡍるプローࣈデータは、ྑ図のよ࡞࠺ᵓᡂと

るࡍ㏦信る㝿、ୖ置ࡍを㞟ࢢのメモࣜタࡃる。⌧≧よりᩘ多࡞

ᵓᡂをྑ図のᵓᡂと࡞るよ࠼ᩚ࠺ることで、ୖ 置のᙳ㡪はᅇ㑊で

きることと࡞る。 
また、⌧≧、ḟの路ഃ機を通過ࡍるまでの㊥離が㛗ࡃ、グ㘓ࡍる走行

ᒚṔ情報࡞が㞟ྍ⬟࡞データ㔞を㉸࠼た場ྜ、最ྂࡶいデータをᾘ

ཤࡋて᪂たにグ㘓ࡍることで┤㏆の༊㛫の走行ᒚṔ情報➼をアップࣜ

ンࡍࢡる⤌ࡳに࡞っている。ᣐⅬに設置ࡍる路ഃ機により、よりᐜ㔞

のきいプローࣈデータを㞟ࡍる⤌ࡳをᑟධࡍるに㝿ࡋてࡶ、⌧≧

の実㐨ୖの路ഃ機での㞟にあたっての⪃࠼᪉は㋃くࡍるᚲ要がある。

これら前提を㋃ま࠼、車載ჾがグ㘓ࡍる᪉ἲと、路ഃ機が㞟ࡍる᪉ἲ 
の両面でຠ⋡ⓗ࡞᪉ἲを検ウࡋた。 
(㺏) 車載ჾのグ㘓᪉ἲ 

車載ჾには、⌧≧より多ᩘのメモࣜタࢢをりᙜてる。ࡑのりᙜてメーࢪとグ㘓ࡍるᡭ㡰

ᅗ㸫㸴 ୖ⨨ࡀ 

㞟ࣈ࣮ࣟࣉࡿࡍ 

 ᵓᡂࡢࢱ࣮ࢹ

図５　現状のプローブデータにおけるメモリタグ
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図６ 　上位装置が収
集するプローブ
データの構成
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量の大きいプローブデータを収集する仕組みを導入する

に際しても、現状の実道上の路側機での収集にあたって

の考え方は踏襲する必要がある。これら前提を踏まえ、

車載器が記録する方法と、路側機が収集する方法の両面

で効率的な方法を検討した。

❞ɹ車載器の記録方法

車載器には、現状より多数のメモリタグを割り当てる。

その割り当てイメージと記録する手順について図７に示

のメモリタグを収集する際、上位装置へ送信する構成を

図６の構成となるよう整えることで、上位装置への影響

は回避できることとなる。

また、現状、次の路側機を通過するまでの距離が長く、

記録する走行履歴情報などが収集可能なデータ量を超え

た場合、最も古いデータを消去して新たに記録すること

で直近の区間の走行履歴情報等をアップリンクする仕組

みになっている。拠点に設置する路側機により、より容

 10 

 
 
 
 

 

ETC2.0 プローࣈデータのᣑにྥࡅたㄪᰝ研究 
P20 の図をᕪ࠼᭰ࡋまࡍ。おᡭᩘおかࡋ⏦、ࡋࡅヂありまࢇࡏ。 

図７　車載器に割り当てるメモリタグと記録の手順に関するイメージ
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̍
側機が記憶して毎回取得を割愛する方法もあるが、これ

らのデータ量は僅少であり複数回読み出すことの影響は

小さく、単純な方法であるセットでの取得も可と考える。

なお、データが格納されているメモリタグのみを読み

出すことが望ましい。ARIB�STD-T110 に記載されてい

るメモリ情報取得要求コマンドにより、路側機は車載器

の各メモリタグに書き込まれているデータ量を把握し、

書き込まれているメモリタグのみを読み出すこととする。

これら検討の結果、路側機は図８の手順で車載器からプ

ローブデータを取得することとする。

❠ɹ上位装置が収集するプローブデータの構成

先に述べた手順により、上位装置は従来と同様のメモ

リタグ構成として取り扱うことができる（図９）。

す。

❟ɹ路側機が車載器から取得する方法

路側機は、上位装置が現状と同様の構造として扱える

よう下記手順で取得、転送する。

１回目：�タグ⑨・・・タグ⑪、タグ①・・・⑧の順で

取得

２回目：�タグ⑨・・・タグ⑪、タグ 21・・・28 の順

で取得

３回目：�タグ⑨・・・タグ⑪、タグ 31・・・38 の順

で取得

以後、データがある限り（時間が許す限り）取得

毎回タグ⑨、⑩、⑪を併せて取得することで現状と同

じ構成を維持する。なお、タグ⑨、⑩、⑪については路

 11 

あり」ᩘᅇㄞࡳฟࡍことのᙳ㡪はᑠさࡃ、༢⣧࡞᪉ἲであるセットでの取ᚓྍࡶと⪃࠼る。 
い。ARIB STD-T110ࡋことがᮃまࡍฟࡳをㄞࡳのࢢお、データが᱁⣡されているメモࣜタ࡞ に

グ載されているメモࣜ情報取ᚓ要ồࢥマンࢻにより、路ഃ機は車載ჾのྛメモࣜタࢢに᭩き㎸ま

れているデータ㔞をᢕᥱࡋ、᭩き㎸まれているメモࣜタࢢのࡳをㄞࡳฟࡍこととࡍる。これら検

ウの⤖ᯝ、路ഃ機は௨ୗのᡭ㡰で車載ჾからプローࣈデータを取ᚓࡍることとࡍる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ᅗ㸫㸶 ㊰ഃᶵ㊰ഃᶵࣈ࣮ࣟࣉࡢ㞟㛵ࡿࡍฎ⌮ᡭ㡰 
 
(㺑) ୖ 置が㞟ࡍるプローࣈデータのᵓᡂ 

ඛに㏙たᡭ㡰により、ୖ 置はᚑ᮶と同ᵝのメモࣜタࢢᵓᡂとࡋて取りᢅ࠺ことができる。 

 

図８　路側機と路側機のプローブ収集に関する処理手順
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車線化も進み、これへの対応も必要である。これらは、

自動運転車両向けとしても大きな課題であるが、ドライ

バー向けとしても改善すべきである。これらを踏まえ、

都市内高速道路や多車線区間での提供ができるよう、定

義すべき車線種別について整理している。なお、一部検

討すべき事項（例：インターチェンジ出口で発生した渋

滞が本線まで伸びて路肩に車列ができている状況、ジャ

ンクションにおける一部の車線における渋滞など）が残

っている。

今後、昨年度から運用が開始された「タイヤチェーン

非装着車の通行規制」などへの対応も含め、道路管理者

および車載器メーカなどとの協議を行うなど、仕様書の

改版にむけた取組みを進めていく。

なお、自動運転車両向けとしては、データフォーマッ

トなど技術的な整理に加え、情報提供のありかたなど位

置づけの整理も必要である。これらについては関係機関

と連携し、今後の展開に向けて取り組む予定である。

ࣗಈӡసं͚྆ͷΑΓৄࡉͳ
ใఏڙ

高速道路上での自動運転は、技術的には多くのシーン

で自律による実施が可能となってきている。しかし、規

制車線を避けるなどスムーズに走行するためには、車線

毎の詳細な情報をインフラから取得して余裕を持った位

置で車線変更することが望ましい。当機構が発行してい

る電波ビーコン 5.8GHz 帯データ形式仕様書ダウンリン

ク編では、ETC2.0 路側機から車載器へ提供する情報の

データフォーマットを定義している。このデータフォー

マットにおいて車線規制などを提供するために定義して

いる車線種別を以下に示す。

具体な車線名の定義
　�「第一走行車線」、「第二走行車線」、「追越車線」、
「登坂車線」、「路肩」
具体な車線名による複数車線の定義
　�「第一走行車線と第二走行車線」、「第一走行車線
と登坂車線」、「第二走行車線と追越車線」
車線数による定義
　�「１車線」、「２車線」、「３車線」、「４車線」、「５
車線」、「６車線」、「７車線」、「全車線」

ここで定義している「第一走行車線」など具体な車線

名は都市間高速道路で用いている表現であり、都市内高

速道路で用いている「左車線」、「中車線」、「右車線」な

どは定義できておらず、正確に情報提供することができ

ない。また、複数車線の定義に関しても組合せが限定さ

れており、車線数が多い区間への対応に課題がある。多

�
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図９　上位装置が収集するプローブ情報の構成イメージ
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͡Ίʹ
現状の情報提供内容は車両の現在位置の把握等におい

て一定の効果が認められている。しかし業務日報等への

データ活用等においてはラストワンマイルデータのタイ

ムリーな取得が望まれており、これの対応として安価に

調達できる路側機（簡易型路側機）を準備し、また令和

元年 5月には民間事業者等が調達できる様に「民間向け

簡易型路側機（無線部）仕様書」を発行した。ここでは

特定プローブデータ配信サービスの紹介と、簡易型路側

機の設置による活用範囲拡大に関する展望について記載

する。

� ಛఆϓϩʔϒσʔλ৴αʔϏε
ͷհ

このサービスは、車両運行管理の普及促進に向けた取

り組みの一環で実施されている。あらかじめ車両の所有

者から申請登録されたETC2.0 車載器搭載車両から取得

したプローブデータ（特定プローブデータ）を車両の所

有者にオンライン提供するサービスである。しかし車両

の所有者自身がオンラインデータ処理を外部（運行管理

支援サービス提供事業者（ASP）など）へ委託すること

も予想されるため、車両の所有者が指定した事業者へ情

報提供することも可能としている（図１）。

2
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図 1　システム系統とデータフロー
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ϥετϫϯϚΠϧͷϓϩʔϒσʔ
λΛλΠϜϦʔʹऔಘ͢Δखஈ

ラストワンマイルのプローブデータをタイムリーに取

得するため、物流拠点等に路側機を設置可能とする仕組

みを導入する。広く物流拠点等で活用されるためには、

設置方法など運用面で簡便であることが望まれるが、な

により低価格であることが望まれる。そのため路側機の

機能を中央集中型で処理する機能と現場の機能に分離し、

中央処理機能は多数の現場機能を接続できるようにする

ことで低価格化を目指した。

当機構ではこの構想に基づいて「民間向け簡易型路側

機�無線部�仕様書」の発行を行った。すでにこの仕様書

を用いてメーカーに発注することで民間業者が機器調達

可能な状況になっている。

�ಛఆϓϩʔϒσʔλ৴αʔϏ
εʹ͓͍ͯվળ͕·ΕΔ߲ࣄ

ETC2.0 特定プローブデータ配信サービスは、高速道

路や幹線道路上に設置された路側機で、車両の位置情報

等を収集するため、近傍に路側機が設置されていない物

流拠点等では、ラストワンマイルのプローブデータがタ

イムリーに取得できず、業務日報作成等に支障が生じて

おり、取得の仕組みの改善が望まれている。また車両の

運行管理を行う上で出発／到着／休憩／荷捌き等のイベ

ントを記録し日報等に自動反映できる仕組みも強く望ま

れている。これらイベントの登録については他の発表に

譲ることとし、ここではラストワンマイルのプローブデ

ータをタイムリーに取得する改善策について発表する。

�

図 2　ASP各社で開発中の支援サービス例

・運行管理支援サービス例
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５−２　簡易型路側機の特徴

＜無線部＞

拠点等の現地に設置する無線部はシンプルな構成

＜制御部＞

処理する機能の多くは制御部に集約し、最大 63 台の

無線部と接続が可能

室内設置を前提にし、ハードウェアコストも低減

＜通信環境＞

無線部と制御部を接続するネットワークはフレッツ光、

ケーブルテレビ回線、モバイル通信回線などから選択可

能

＜利用場面＞

様々な現場に設置が可能だが、選択したネットワーク

ຽ͚ؒ؆қܕ路ଆ༷ػॻͷ
ߦൃ

５−１　目的・構成

従来型の路側機は無線部

と制御部が一体型であった

が、簡易型路側機では制御

部と無線部の 2ユニットに

分け、さらに無線部は単機

能にすることで安価に調達

できる装置構成を目指した

（図４）。

�
図 3　ラストワンマイルをカバーする簡易型路側機

図 4　簡易型路側機の構成
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によって通信遅延が生じるため、サービスは徐行中ある

いは一時停止中

運行管理への活用を主たる目的としており、プローブ

収集に特化した構成

ゲート開閉等に対応し、ASL-ID をすみやかに現場へ

提供（図５）

５−３�　民間向け簡易型路側機が期待される
用途

・物流拠点　　日報作成、到着時刻予測、安全運転啓発

ɾ車庫　　　　位置把握、経路把握、安全運転啓発

ɾ港湾　　　　到着時刻予測

ɾ建設土木工事現場　　到着時刻予測

ɾバスセンター（バス停）など　　�位置把握、到着時刻

予測

ͷऔΓΈޙࠓ
既存の路側機は走行中の車両に対するサービスである

ことから路車間通信の時間が限られ、収得できるプロー

ブデータの容量に制約がある。しかし簡易型路側機を設

置した拠点等では一時停止や徐行の状況下での路車間通

信が可能であるため、時間的制約は緩和される。このよ

うなシーンで、より大容量のプローブデータを収集する

仕組みについて今後検討していく。これらを含め、特定

プローブデータ配信事業、運行管理支援サービスの普及

に向けて引き続き取り組んでいく。

�

図 5　ASL-ID を現場へすみやかに提供するデータの流れ
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②⏘ᐁᏛのプロࢡ࢙ࢪトࠕDrive Swedenࠖ 
 Drive Sweden はモビࣜࢸの᭷ຠά用（බ共通、カーシ࢙ア、自動運転車両をά用ࡍること）

によって、⾤をኚ࠼て通事ᨾを๐ῶࡍることを┠ⓗとࡋたプロࢡ࢙ࢪトである。э日本でヰ㢟と࡞

っている MaaS（Mobility as a Service）とは㐪࠺。MaaS の本᮶のពは࣭࣭࣭。 
 ࣭モビࣜࢸの᭷ຠά用（自動運転車両、බ共通、カーシ࢙アの⤌ࡏࢃྜࡳ） 
 モビࣜࢸの᭷ຠά用の⪃࠼᪉は、 
 車は止まっている状態が多い  

 止まっている車を少なくするためには？ 

⇒ カーシェアや公共交通を利用しやすい環境へ 

 交通事故や無駄なガス消費を減らすためには？ 

⇒ 自動運転車を導入 

 ࢪメー㥔車車両の๐ῶە
 Ṇまっている車の๐ῶ 

   
 ࢪメーアのᬑཬ࢙බ共通㸤カーシە
自ᐙ用車の๐ῶ 

  
 

5. おわり 

①ᑠ型自動運転バス 

自動運転のカーシ࢙ア 

㥔車場が要 

空いたᅵᆅにレࢪャー施設 

බ共通の౽ᛶྥୖ 

カーシ࢙アのᬑཬ 

自ᐙ用車ῶᑡ 

車⥺がᚲ要࡞ࡃ࡞りᅵᆅの᭷ຠ用 
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②乗用車型自動運転
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①小型自動運転バス
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●駐車車両の削減イメージ

ɹࢭ·͍ͬͯΔंͷݮ

●公共交通＆カーシェアの普及イメージ
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②産官学のプロジェクト「Drive Sweden」
ɹ%SJWF SXFEFO ϞϏϦςΟͷ༗ޮ׆༻ʢެަڞ௨ɺ

ΧʔγΣΞɺࣗಈӡసं྆Λ׆༻͢Δ͜ͱʣʹΑͬͯɺ

֗Λม͑ͯަ௨ނࣄΛ͢ݮΔ͜ͱΛతͱͨ͠ϓϩδ

Σ Ϋ τ Ͱ ͋ Δɻ ˰  ຊ Ͱ   ͱ ͳ ͬ ͯ ͍ Δ MBBS

ʢMoCJMJUZ BT B SFSWJDFʣͱҧ͏ɻMBBS ͷຊདྷͷҙຯ

ʜɻ

ɹɾ ϞϏϦςΟͷ༗ޮ׆༻ʢࣗಈӡసं྆ɺެަڞ௨ɺ

29



2

ɹ͔ࢯΒʰަ௨ֶతΞϓϩʔνʹ͍ͨͮج

MBBS ըஈ֊ʹ͓͚Δަ௨धཁੳͷඞཁੑʱͱܭۀࣄ

͍͏ͰɺࢢͷҠಈ͕ϞϏϦςΟαʔϏεͷಋೖͰ

มԽ͢Δ͜ͱɺMBBS Λ׆༻ͨࣗ͠Ո༻ंͷݮগʹͭͳ

͕ΔϞσϧʹ͍ͭͯߨԋ͍͖ͯͨͩ͠·ͨ͠ɻ

ɹ͔ࢯޱށΒʰ�(ɹυίϞͷಈ͖ʱͱ͍͏Ͱɺ

ଳి௨৴Ͱ͋Δܞͷੈ࣍ �( ͷ֓ཁɺ�( ͷٕज़

�( Λར༻ͨ͠ಓ࿏ɾަ௨αʔϏεʹ͍ͭͯߨԋ͍ͯ͠

͖ͨͩ·ͨ͠ɻ

ɹߏػͰɺຽؒۀاͷ *5S ʹؔΘΔਓࡐҭࢧ

ԉɺਓྲྀަࡐͷͨΊʹຖ *5S ηϛφʔΛ࣮͍ͯ͠ࢪ

·͢ɻ

ɹࠓͷ *5S ηϛφʔ � ݄ �1 ʢਫʣͷ 1� ʙ࣌ 1�

ՃऀࢀΕɺ͞࠵ͷձٞࣨͰ։ߏػʹ࣌ �9 ໊Ͱͨ͠ɻ

ɺ157 (SoVQ +BQBO -UE. MBOBHJOH %JSFDUoS ࢣߨ

ྑ ࢯͱࣜגձࣾ N55 υίϞ ୈҰ๏ਓӦۀ෦ ୈޒ

୲ʢϞόΠϧσβΠϯਪਐʣ୲෦ɹޱށ७Ұ 

ԋ͍͖ͯͨͩ͠·ͨ͠ɻߨʹࢯ

PTV�Group�Japan�Ltd.�端野氏 株式会社NTTドコモ　瀬戸口氏 ITS セミナーの状況

*54ηϛφʔ

ྩݩ *54ηϛφʔ։࠵
中村　徹、黒沢　由佳

*54ɾ新道路ੜຊ෦

30



ITS 欧州会議は、ITS 世界会議が欧州で開催されない年
に開催される。一昨年はストラスブールで開催、昨年は
ITS 世界会議がコペンハーゲンで開催されたため ITS 欧
州会議は開催されず、今年はアイントホーフェンで開催さ
れた。2019 年 ITS 欧州会議について報告する。

̍ ։֓࠵ཁ

１．日程：2019 年６月３日～６日
２．場所：アイントホーフェン（オランダ）
３．会議登録数：約 1200 名

ITS 世界会議と比べて半分以下、同時期に ITS アメリ
カ年次総会があったため、例年よりも参加者が少ないよう
に感じた。

図 1　 ITS ヨーロッパ会場

̎ ηογϣϯ

セッションは自動運転関連、コネクテッド ビークル、
Smart city（mobility）、MaaS（Mobility as a Service）が
多く、注目されていた。その他には、５G やバイクシェア

（レンタル自転車）のセッションも注目されていた。
自動運転は、実車を利用した研究発表より、シミュレー

ションを活用した自動運転車両の研究発表が目立ち、全て
の車両が自動運転車両になるという仮定の話題だった。例
えば、合流支援では全車両が自動運転の時に、お互いが通
信をすることによって、急ブレーキが減り、そのため CO2

の排出量が削減されるという研究発表があった。自動運転
は、市街地や一般道路は難しく（現時点ではほぼ不可能）、
高速道路などの限られた道路なら自動運転は可能と考えて
いる参加者が多かった。

Smart city は、エコと情報案内で、電気自動車や電気バ
スを利用した環境に優しい街やバス停や公共交通を利用し
やすい情報提供が提案された。
　MaaS は、フィンランドのヘルシンキで考えられた

“MaaS”の意味を理解した人が増え、MaaS は自家用車の
利用を減らし、公共交通やバイクシェアを利用した“エコ
システム”であると発表されていた。また、欧州では

“SUMP”（Sustainable Urban Mobility Planning：持続可
能な都市モビリティプランニング）を重要なトピックとし
て挙げ、都市モビリティパッケージを考えている。この
SUMP の中で人の移動として MaaS が位置付けられてい
る。

図２　ERTICO の発表抜粋

REPORT

����  ITS Ԥभձٞ
ITS・新道路創生本部　中村　徹

31

レ ポ ー トレ ポ ー ト



̏ లࣔձ

展示会場はメイン会場、臨時テントなどに分割され、動
線がよくなく見づらい展示だった。メイン会場は１階～４
階までを階段を利用するため人は少なかったが、臨時テン
トは多くの人で賑わっていた。

（１）モビリティサービス事業者（dynniq）
dynniq は情報提供やモビリティサービスを行っている

オランダの企業で、2019 年 ITS 欧州会議のメインスポン
サーであり、デモンストレーションで利用されていた信号
情報や工事情報などの情報提供システムを実施していた。

図６　dynniq（メインスポンサー）

（２）WIM の紹介（タタールスタン共和国：ロシ
アの中にある共和国の一つ）
タタールスタン共和国で実施されている過積載取り締ま

り設備の紹介が展示されていた。
過積載車両を取り締まる設備は、Weigh in motion、ビ

デオエンフォースメント（カメラ、スキャナー）、RFID
車両検知機（ナンバープレート情報を受信）によって運用
されている。ロシア国内では過積載車両が多いため、過積
載車両を取り締まる設備が運用中重要とのこと。

図３　SUMP（EU のホームページから）

図４　展示会場風景（臨時テント）

図５　展示会場（メイン会場）
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̐ σϞϯετϨʔγϣϯ

デモンストレーションの会場はセッションの会場から車
で約 20 分離れた自動運転研究機関において、自動運転と
情報提供の２種類が実施された。

図８　デモンストレーション会場

（１）自動運転バス
路面に設置された磁気センサーによる自動運転車両（座

席は８席、定員は 20 名）のデモンストレーションが実施
された。自動運転車両の前後には音波センサー、レーダー、
カメラ（遠隔監視用）が設置され、最高速度 40km/h の走
行体験ができた。同型の車両は、日本の仙台空港で豊田通
商と共同で自動運転の実験が実施された。

図７　過積載取り締まり設備の事例

図９　２getthere の自動運転バス
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図 10　磁気マーカー
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（２）歩行者注意情報
路側カメラで撮影された画像から人を検知して、その情

報を路側機（5.9GHz）から交差点に近づく車両に歩行者
注意情報を提供するデモンストレーションが実施された

（３）自動運転車両
２種類の自動運転車両があり、１台は GPS のみを利用

した車両、もう１台はセンサーや地図、GPS を利用した
車両だった。

GPS のみの自動運転車両は、GPS を２器利用し、位置
の誤差は 10cm であるが、動きはスムーズではなく、天候

図 11　歩行者検知の画像

図 12　実験車両

図 15　GPS のみの自動運転車両

図 16　自動駐車の自動運転車両図 13　路側カメラ

図 14　路側アンテナ
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が悪ければ走行できない。
もう１台の自動運転車両は、ライダー、地図そして

GPS を利用し、決められたスペースに自動で駐車するデ
モンストレーションであった。特に目新しい技術はなし。

（４）情報提供
携帯電話の通信（4G）とタブレットの位置情報を利用し、

信号情報、制限速度、工事などの情報を提供するシステム。
今まで欧州で見た信号情報の中で最も良く出来ていると

思われた。今まで見た信号情報は、信号機に設置された
DSRC（5.9GHz）やインターネットを利用していたため、
１つ先の信号情報を表示したり、どこの信号の信号情報か
分からなかったが、今回のデモンストレーションでは、近
づく信号（ドライバーにとって一番手前）の情報が確実に
提供されていた。これは、情報提供者が信号情報を入手で
きることから、この様なサービスが可能になる。

　

̑ 20�9年 *54ԤभձٞのまͱΊ

会議の終わりに ITS の目標が挙げられた。
・都市部の問題点には革新
・環境対策には ITS 技術
・トラック輸送にはデータの利用
・車両は専用のネットワーク
・交通管理にはデジタルインフラの活用
・ データは次世代において新しい燃料で、人工知能は新

しいエンジンの様なモノ

図 17　信号タイミング情報

図 18　制限速度表示
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最近、MaaS（Mobility as a Service）という言葉が流行
っています。“MaaS”という言葉がいろいろ派生して、当
初の意味とは少し外れた交通サービスになっている様に思
います。欧州でも当初の意味を大きく勘違いして使ってい
る方がいましたが、今年の 2019 年の ITS ヨーロッパ会議
では“MaaS”を理解している方が増えてきました。

そこで、MaaS とはナニ？ということで、MaaS という
言葉の誕生や本来の MaaS サービスとは何か？を記述し
ます。

� .BB4（.PCJMJUZ�BT�B�4FSWJDF）ͱφχʁ

MaaS とは“出発点”から“目的地”までの移動手段（最
適ルート、最短ルートなど）をユーザーに提供し、かつそ
の移動手段で必要な料金を一括で支払うことが出来る仕組
みです。この仕組みを 1 台の端末で出来るサービスを
MaaS としています。

移動手段とは、その都市で利用可能な移動手段ですが、
基本的な移動手段はバス、トラム、地下鉄で、それにタク
シー、自転車シェアリング、カーシェアリングが追加され
ます。

̎ .BB4（.PCJMJUZ�BT�B�4FSWJDF）のੜ

MaaS はフィンランドのヘルシンキで生まれた言葉（仕
組み）です。

MaaS の始まりは、フィンランド・ヘルシンキにおいて、
2006 年に人と全ての交通を結びつけて人の動きをスムー
ズにして、ストレスなく円滑に移動する手段についての検
討がきっかけです。

なぜ、人の動きをスムーズにしなければならないのか？
それは、都心部での自家用車の利用を減らし、環境改善

をすることが目的です。この時に、MaaS はエコシステム
の 1つと考えられました。

では、なぜヘルシンキは公共交通の利用促進を図ったの
か？

隣国スウェーデンのストックホルムの様に車両に対して
都市内課金を実施しないのか？

フィンランドでも重量車課金、道路課金を検討していま
した。しかし、道路課金の検討会を立ち上げては消え、ま
た立ち上げては消えという状態を繰り返しました。これに
は、外国車からの課金をどうするのか？一部の車両に課金
して効果があるのか？という課題があり、道路課金の実施
は未定という状況のまま実施されていません。その様な事
で、考え方を変え、人の流れをスムーズにし、公共交通を
利用しやすく円滑な移動ができれば、自家用車を利用する
人が少なくなるだろうという背景の基に MaaS が誕生し
ました。

̏ .BB4のαʔϏε։࢝

フィンランド政府主導で検討された人のスムーズな移動
手段は、2011 年に共通のベースを作るために、人の動き
と移動に掛かる費用を調査することが実施されました。

調査はフィンランド政府の予算で実施され、ここで検討
された仕組み（Mobility as a Service）は各都市で実現出

REPORT
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来る可能性があり、この仕組みをビジネスモデルとして事
業化できると考え、2014 年に政府主導の組織から民間企
業の組織へと体制を変更し、2015 年に MaaS Global 社

（CEO　Sampo Hietanen 氏）が設立されました。
2016 年 10 月に MaaS の iPhone 用アプリ whim を配信

してサービスを開始しました（MaaS という名称は既にア
プリ名として登録されていたため、アプリの名称は whim
となりました）。この時点では、利用できるのはフィンラ
ンドの電話番号を契約した iPhone のみでした。

当初の MaaS のサービスは、1 回利用、short、middle、
large、の 4 タイプの契約形態で実施し、2017 年 6 月末の
時点の会員数は 1,000 人でした。2017 年 8 月に android 用
アプリを配信し、android 用アプリのサービスが開始され
た 2 ヶ月後には、会員数が 4,000 人に増加しました。契約
形態は利用状況に応じて見直しされ、ヘルシンキの契約は
2018 年の秋には small、unlimited、1 回利用でしたが、
2019 年には、30 日利用（タクシー利用制限、レンタカー
1 日定額利用）、週末プラン（タクシー割引券、レンタカ
ー週末限定利用）、無制限、1 回利用となりました（下図
参照）。2021 年には、全世界 60 箇所でサービスの提供を
予定しています。

収益は、ビジネスエリアにおいて 5% の利用者が MaaS
のサービスを利用すれば利益が得られると考えているそう
ですが、その詳細は不明です。MaaS Global 社は、利益が
出る状態になるまで 3 年～ 5 年で達成したいと考えていま
す（現在はまだ利益が出ていない状態のようです）。

※　 ヘルシンキには、地下鉄、バス、トラム、フェリーで共通に
利用できるヘルシンキカード（公共交通カード）があるため、
whim を利用している人はほとんどいない。

※　 whim のアプリは、ヘルシンキ（フィンランド）、ウェストミッ
ドランド（イギリス）、アントワープ（オランダ）で利用可能

図 1　2019 年 7 月のヘルシンキの契約形態

̐ .BB4のΈ

MaaS を可能とするには、事業者に対しての支払いの分
配が重要です。欧州では、バス、トラムそして地下鉄は市
が運営している場合が多く、切符も共通で利用できるので、
MaaS のユーザーから徴収した金額を市へ渡せば良いので
単純明快な分配の仕組みです。

MaaS を採用できる都市のバス、トラム、地下鉄の料金
はゾーンで決められている場合が多く、導入しやすいそう
です。

また、MaaS を導入する上で受け入れやすいのは、改札
口が無い公共交通です。“改札口が無い”というのは、無
賃乗車を取り締まるために巡回係員を配置しなければなら
ないのですが、MaaS という仕組みを導入すれば、市には
決まった料金が入り、無賃乗車による未収入分の減少が見
込まれます。

MaaS には、バス、トラム、地下鉄以外の移動手段を取
り入れることでユーザーを増やし、市の交通局にも安定し
た収入が見込まれる。しかし、問題はタクシーです。タク
シーは走行距離に応じて料金が変わるので、タクシー会社
とのネゴシエーションはかなり大変のようです（ヘルシン
キでは距離と乗車回数で多くのタクシー会社と合意が取れ
ています）。

MaaS の仕組みを実現するには、交通事業者への支払金
額の取り決めが必要条件のようです。

� .BB4ͱࣗಈӡస

MaaS は人の移動を円滑にして、いくつかの移動手段を
利用しても支払いが 1 回で済む仕組みです。移動手段は公
共交通、シェアリング、タクシーなどが考えられ、必ずし
も自動運転車両は必須ではありません。将来の移動手段に
おいて、公共交通に自動運転車両が導入された時、MaaS
の中に自動運転車両の利用が含まれるかもしれません。

図２　2019 年 7 月のアントワープの契約形態

37

レ ポ ー トレ ポ ー ト



令和元年度定時評議員会の開催概要

第23回理事会の開催概要

第22回理事会の開催概要
　第 22 回理事会が令和元年５月 30 日（木）に開催され、次
のとおり決議、報告されました。

１．�平成 30 年度事業報告の承認の件に
ついて、原案のとおり承認可決されま
した。
２．�平成 30年度決算の承認の件について、
原案のとおり承認可決されました。
３．�公益目的支出計画実施報告書の承認
の件について、原案のとおり承認可決
されました。
４．�定時評議員会招集及び提出議題の承
認の件について、原案のとおり承認可

決されました。
５．�職務執行状況の報告の件について、報告しました。

　令和元年度の定時評議員会が令和元年６月18日（火）に
開催され、次のとおり決議、報告されました。

１．�平成 30年度決算の承認の件について、
原案のとおり承認可決されました。
２．�評議員５名の選任の件ついて、原案
のとおり承認可決されました。
　※新評議員名簿　表１参照
３．�理事の選任（任期満了）の件について、
原案のとおり承認可決されました。
　※新役員名簿　表２参照
４．�平成 30年度事業報告の件について、

報告しました。
５．�公益目的支出計画実施報告書の件について、報告しました。
６．�最近の事業実施状況報告の件について、報告しました。

　第 23 回理事会が令和元年６月 18 日（火）に開催され、次
のとおり決議、報告されました。

１．�役職理事（会長、理事長）及び代表
理事の選定の件について、原案のとお
り承認可決されました。
２．�役職理事（副理事長、常務理事）及
び業務執行理事の選定の件について、
原案のとおり承認可決されました。
３．�理事の職務及びその権限に関する規
程の一部を改正する規程の件について、

原案のとおり承認可決されました。
４．�「近未来の車・道路と関連産業に関する検討会」について、
報告しました。
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新評議員名簿

表１ 令和元年 6月 25 日現在
（敬称略）

氏　　名 所　属・役　職

吉野　貴雄 東京海上日動火災保険㈱
公務開発部長

細野　和美 日産自動車㈱
渉外部担当部長

山口　和洋 パナソニックシステムソリューションズジャパン㈱
取締役専務執行役員

大岩　愼治 東芝インフラシステムズ㈱
社会システム事業部道路ソリューション事業統括責任者

林　　利一 ㈱日立製作所　
社会システム営業本部営業第一部部長

安垣　健一 住友電気工業㈱
システム事業部主幹

椿　　和之 富士通㈱　社会システム営業本部　
社会ネットワーク第一統括営業部長

中村　　栄 沖電気工業㈱
第三営業本部マーケティング & サポート部担当部長

荒巻　　淳 三菱電機㈱　ITS 推進本部　
ITS 技術部長

前田　圭一 オムロンソーシアルソリューションズ㈱
社会ソリューション事業本部本部長

石原　和明 ㈱デンソー　
コックピット技術 3 部担当部長

山本　公之 三菱重工機械システム㈱
ITS 事業本部主管

坂本　好謙 鹿島建設㈱
顧問

野平　明伸 ㈱大林組　
常務執行役員　土木本部統括部長

安部　吉生 大成建設㈱
執行役員土木営業本部副本部長

遠藤　元一 東日本高速道路㈱
特別参与

宮田　年耕 首都高速道路㈱
代表取締役社長

國澤　典生 （一社）日本道路建設業協会　
常務理事

山本　正堯

19 名

新役員名簿

表２ 令和元年 6月 18 日現在
（敬称略）

区　分 役　　職 氏　　名 所属・役職

非常勤 代表理事
会　　長 佐々木眞一 トヨタ自動車㈱

元副社長　客員

非常勤 代表理事
理事長 朝倉　康夫 東京工業大学　

環境・社会理工学院教授

常　勤 業務執行理事
副理事長 谷脇　　暁 （一財）道路新産業開発機構

副理事長

常　勤 業務執行理事
常務理事 菊地　春海 （一財）道路新産業開発機構

常務理事

非常勤 理　　事 天野　　肇 （特非）ITS Japan
専務理事

非常勤 理　　事 飯田　昭彦 日本電気㈱官公営業本部
建設・道路営業部部長

非常勤 理　　事 内田　義昭 KDDI㈱
取締役執行役員副社長

非常勤 理　　事 大西　英史 首都高速道路サービス㈱
代表取締役社長

非常勤 理　　事 鹿島　幹男 （一財）道路厚生会理事長

非常勤 業務執行理事
理　　事 鈴木　克宗 ㈱エイテック

会長

非常勤 理　　事 中野　　節 （一財）日本自動車研究所
業務執行理事

非常勤 理　　事 西岡　誠治 （一社）電波産業会
理事

非常勤 理　　事 宮園　昌明
東日本電信電話㈱　
ビジネスイノベーション本部
フロントサポート部長

非常勤 理　　事 森地　　茂 政策研究大学院大学
政策研究センター所長

14 名

非常勤 監　　事 今井　英雄 損害保険ジャパン日本興亜㈱
企画開発部主査

非常勤 監　　事 滝田　　清 前（一財）河川情報センター
業務執行理事

2 名

※新評議員・役員名簿は、当機構ホームページ（http://www.hido.or.jp）に掲載しております。
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役職員の人事異動
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